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第１章 序 論 
 
 
1.1 研究の背景と目的 
 
 近年の橋りょう構造物は，構造の合理性，耐久性，施工性，安全性，景観およ
び経済性等の各種性能に適合するため，構造面，材料面および施工面において多
くの工夫が求められている．大型橋りょうの施工法においては，片持ち張出し架
設や押出し架設等の一般的な架設工法をとるほか，断面内の構成要素までも分割
して施工するなど，複雑化や高度化の傾向が顕著となっている1),2)．以下に代表的
な事例をいくつか挙げる． 
 
 断面内の構成要素を分割施工したＰＣ斜張橋の事例3)を図-1.1に示す．同事例
はチェコ共和国Podebradyに架設された高速道路橋であり，1990年のFIP賞を受賞
した．コア断面と呼ばれる中央の箱形断面で張出し施工を行なった後に，左右の
大きな張出し床版をストラット部材とともに施工したもので，架設機材等の軽量
化により躯体断面形状をスリム化できるなどの特長がある．一次床版と二次床版
の間に生じるクリープ・収縮ひずみの差を少なくするためにセグメント部と場所
打ち部の材齢差をコントロールする等の考慮がされており，これにより断面内の
応力再分配がなくなるとしている(図-1.2)．国内では2000年に施工された揖斐川
橋の側径間部施工4)や2005年施工中の内牧高架橋5）で同様な施工法が採られてい
る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.1 コア断面 Elbe River Bridge3) 
 
 
  
a) 
 
 
 
b) 
 
 
 
c) 
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図-1.2 クリープ・収縮ひずみ差  Elbe River Bridge3) 
 
 
 ここで，図-1.2を簡単に説明する．先行施工される主げたコア断面部(s)は，セ
グメントとして架設の6ヶ月前に製作される．まず，収縮ひずみ  が発生し，次
に材齢6ヶ月に架設され応力f1の発生とともに，クリープ曲線  によるクリープ
ひずみ  が生じる．さらに約1ヶ月後に張出し床版部(o)が打設され，主げたに
床版荷重による新たな応力f2とクリープ曲線  によるクリープひずみ  が加
算される．同様に，張出し床版部(o)にも収縮ひずみ  とクリープ曲線  によ
るクリープひずみ  が発生する．張出し床版部打設後のクリープと収縮による
各要素のひずみ変動（主げた  ，床版  ）は，材齢差を約7ヶ月とすることに
より概ね一致し，前述したように断面内の応力再分配がなくなるとしている．こ
のような細かな配慮があってこそ，斬新な施工法が生まれることが伺われる．  
 
 また，近年，ＰＣ橋の合理化工法として，ＰＣ箱げた橋のウェブをプレテンシ
ョン方式のＰＣプレキャスト部材とする提案もなされており，設計施工ガイドラ
イン（案）6)が発刊され，実績第1号橋が施工中である．構造概要を図-1.3に示す
が，工場製品となるプレキャストウェブはせん断耐力も高く，主げた自重の軽減
が図れる．同ガイドライン（案）では，場所打ち部との材齢差を考慮した検討の
ためにMattockの拡張式が提案されているが，張出し架設や径間ごとの分割施工を
計画するにあたっては解析的にこの影響を取り込む必要がある． 
a) 
 
 
 
 
b) 
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図-1.3 プレテンションウェブ橋 6) 
 
 
次に，断面内分割施工を行なった複合橋の事例2)を写真-1.1に示す．同事例は，
ドイツで初めて架設された波形鋼板ウェブＰＣ橋である．ＰＣ箱げた橋のウェブ
に軸方向剛性が小さく，せん断耐力が大きい波形鋼板を用いることで，プレスト
レスの導入効率を上げるとともに，自重の軽減を図っている．特に，同事例では，
波形鋼板の上下に連続した鋼フランジプレートをつけて曲げ剛性をもたせた部材
とし，上下のコンクリート床版の施工の前に先行架設することで，鋼部材を架設
材として利用する合理化工法を採っており，工期の短縮と施工機械の軽量化が図
られている．国内でも同様な施工が第二名神高速道路の信楽第七橋7)等で採用さ
れている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-1.1 複合橋 Altwipfergrund Bridge2) 
 
 
内ケーブル
外ケーブル
内ケーブル
外ケーブル
プレキャストウェブ
上床版コンクリート  
下床版コンクリート  
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 断面内に配置した鋼部材を架設材として利用する事例としては，コンクリート
アーチ橋のメラン工法がある．写真-1.2は，アーチスパン260mをトラス・メラン
併用工法で施工した天翔大橋(旧呼称：高松大橋)8)である．クリープ・収縮ひずみ
の影響は，架設時応力検討のほか，斜材張力管理やたわみ等の上越し管理で重要
である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-1.2 コンクリートアーチ橋 天翔大橋  
 
 
以上，断面分割や施工ステップを踏む近年の橋りょう構造物の事例をいくつか
挙げたが，いずれも鋼，コンクリート（プレキャストセグメントや場所打ちコン
クリート），外ケーブルや斜吊りケーブルといった構造要素を高度に組み合わせた
ものとなっており，従来の鋼橋やＰＣ橋の枠を超えたものとなってきている．こ
のように自由度の高い鋼・コンクリート複合構造を計画，設計および施工するた
めには，コンクリートのクリープと収縮ひずみの影響を適切に評価することが重
要であり，正確にシミュレーションできる汎用性の高い時間依存性解析
（Time-dependent Analysis）が求められることがわかる． 
この点に関しては，多くの実績を数えるプレビーム合成げた橋9),10)（図-1.4）
や，著者が開発してきた圧縮鋼材を有するＰＣげたハイプレックスビーム橋11)～16)
（図-1.5）などの中小規模の複合橋りょう構造物についても同様であり，品質，
耐久性の面で優れた構造物とするためには，コンクリートのクリープや収縮特性
を理解することが重要である． 
一方，クリープや収縮ひずみについては，構造物の躯体耐力への影響が小さい
こと，性状そのものに大きなばらつきがあり，むやみに精度を追求しても実用上
意味がないことなどの理由から，構造設計の領域での研究が少ないのが現状であ
る．また，コンクリート標準示方書[構造性能照査編]17)（以下，標準示方書）等
の記述においても，クリープや収縮ひずみに関しては応力照査レベルの表記であ 
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図-1.4 プレビーム合成げた 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.5 ハイプレックスビーム 
 
り，具体的な構造解析への適用が示されていないため，実務設計で扱う断面力や
変形と応力との間に大きな溝ができている状況にある．  
しかし，複合構造物を含めたコンクリート構造物の設計手法は，複合構造物の
性能照査指針（案）18)（以下，性能指針）をはじめ，性能照査法への移行を目指
しており，鋼・コンクリート複合構造物における断面構成要素の影響をあらため
て議論することも重要なことである． 
本研究は，たわみ等の変形性状や供用時の応力性状を一元的に把握できる汎用
性の高い時間依存性解析を構築することを目的としたものである．  
 
 
  6 
1.2 変位法を用いた時間依存性解析に関する既往の研究 
 
コンクリートのクリープや収縮に関する時間依存性解析の変位法による定式化
について，既往の研究を大別すると以下のとおりである． 
まず，斜張橋を含むＰＣ構造の分野に関して，本間･森田19) (1977)，佐藤･渡辺･
佐藤20)(1980)，星埜･佐伯21)(1980)，小宮･酒井･前田22)(1987) ，森本・野田･大澤･
橘23)(1988)，前田・酒井・小宮24)(2003)，前田・酒井・曹・三井25)(2004)の研究等
がある．いずれも単一のコンクリート断面について，実際の設計や施工に適用す
ることを目的とした研究である．小宮らの研究では，コンクリート純断面の図心
軸を基準とした定式化を行い，コンクリート中の鉄筋やＰＣ鋼材の拘束効果の影
響を直接，剛性マトリックスに考慮しているが，クリープ等の固定端断面力は直
線分布を仮定している．また，ＰＣ構造の分野の多くが，遅れ弾性ひずみを考慮
するためにいわゆるWhitney則を用いず載荷荷重ごとのクリープ係数を利用して
いる．さらに，前田・酒井らは，骨組解析にせん断変形を考慮し波形鋼板ウェブ
ＰＣ橋のクリープ挙動を考察している． 
本研究では対象としていないが，ひび割れを許容したＰＰＣ構造の分野での研
究もある．これに関しては，Ghali・Elbadry26)(1989)，小宮・酒井・前田27)(1992)，
手塚・佐藤・山本・鳥取28)(1999)，手塚・佐藤・落合・阿部・伊藤29)(2004)の研究
等があるが，長期的な載荷試験をシミュレートする関係上，step-by-step法や区分
求積法を採用し精度の向上を図っている．また，手塚・佐藤らは，若材齢時から
の時間依存性変形を研究しており，step-by-step法の有効性を確認している． 
最後に鋼構造に関しては，北島30)(1983)，栗田・赤尾31)(1986)，中井・栗田32)(1990)，
星埜33)(1994)，川上･松塚･樫福･徳重34)(1997)，大山･栗田35)(2001)の研究等がある．
北島は，プレビーム合成げた橋の研究のために，Rüschらの改良Dischinger法を採
用して逐次積分による定式化を行った．鋼げたと2種類のコンクリートおよび2種
類のＰＣ鋼材が考慮できる点が特長であるが，断面内の構成要素を分割して施工
する場合などにおける断面の図心軸の変動（図心ずれ）の影響が考慮できていな
い．収縮についてはクリープ係数を2倍として検討する従来の合成げたの考え方を
踏襲している．栗田らは，換算断面の図心軸を基準とした定式化を行い,剛性マト
リックスと荷重項に鋼材拘束の影響を考慮しているが，荷重項は直線分布を仮定
している．大山らは，二重合成箱げたの研究を目的に遅れ弾性ひずみの回復クリ
ープについて厳密な定式化を行っているが，収縮についてはやはり従来の合成げ
たの考え方である．川上らは，汎用性に富むGhaliらの手法による鋼合成げたの研
究を行う中で，クリープ等の固定端断面力に北島の考え方を用いているが，図心
ずれの影響を示すまでには至っていない．また，鋼構造の分野では，一部で遅れ
弾性ひずみを考慮した研究もあるが，一般にはWhitney則によっており，載荷荷重
ごとのクリープ曲線は用いていない． 
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そこで，本研究では，これらの既往の研究を考慮し，鋼・ＰＣの枠を超えた分
割施工される複合構造を対象に，①架設途上やコンクリートの経時挙動による図
心ずれの影響を常に基準となる軸へ変換することにより考慮し，②クリープ予測
式の形態に影響を受けないstep-by-step法を基本とし，逐次積分を組み合わせるこ
とでステップ分割の粗密による影響を改善，さらに，③クリープ等の固定端断面
力については部材内でひずみが放物線分布すると仮定し，精度の向上を図った汎
用解析法36)を提示した． 
 
 具体的な内容については，3 章 3.2 解析法の定式化において示すが，概要は下
記のとおりである． 
①については，図心軸に対して構築された従来の解析法に座標変換を追加する
ことでその影響を考慮した． 
②については，材齢修正有効ヤング係数法と同様に，瞬間応力と経時応力で表
現された基本式を採用し，ステップ分割，さらに各ステップ内での逐次積分を組
み合わせて精度を向上させた．複数のクリープ曲線とヤング係数の経時変化を考
慮する step-by-step 法を採用することで，プレストレスを導入する鋼合成げたなど
の複合構造で課題となっていた収縮に対する解析方法の統一が可能であることを
示した． 
③については，部材内のひずみが放物線分布すると仮定し，部材両端と中央点
の完全拘束力から直接計算した．  
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1.3 本研究の構成 
 
本研究は，第 1 章「序論」から第 5 章「結論」まで，合計 5 章から構成されて
いる． 
 
第 1 章「序論」では，本研究の対象とする変位法を用いた時間依存性解析に関
する既往の研究をＰＣ構造，ＰＰＣ構造および鋼構造の 3 つの分野ごとに整理す
るとともに，本研究の目的および位置付けを明らかにしている．   
 
第 2 章「時間依存性解析の基礎」では，まず現行の設計法で採用されているク
リープ予測式と合成構造の断面内応力転移計算法の概要を説明し，次に主に海外
で研究されてきた既往の時間依存性解析法の概要を紹介する． 
 
 第 3 章「時間依存性解析の開発」では，本研究で提案する解析法の定式化を行
うとともに，簡単な例題および著者が実施したＰＣげたのクリープ試験結果 14)
により計算の妥当性を検証する．  
 
 第 4 章「時間依存性解析の適用」では，本解析を実物件レベルの事例に適用し，
そこから得られる構造物の時間依存性挙動について考察する．ここでは，プレビ
ーム合成げた橋における現行の設計法との対比，圧縮鋼材を有するＰＣげたに関
するたわみ性状の考察，最後に適用例としてＲＣラーメン高架橋のプレキャスト
化を紹介する． 
 
 第 5 章「結論」では，本研究で得られた結論をまとめている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  9 
参考文献 
 
1) Strasky, J., Navratil, J. and Susky, S. : Applications of Time-Dependent Analysis in 
the Design of Hybrid Bridges structures, PCI JOURNAL, pp.56-74, July-August, 
2001. 
2) Roesler,H. and Denzer,G. : The Prestressed Concrete Bridge ALTWIPFERGRUND 
with Corrugated Steel Webs, Proceedings of the 1st  fib Congress, 2002. 
3) Strasky, J. : Design and Construction of Cable-Stayed Bridges in the Czech Republic, 
PCI JOURNAL, pp.24-43, November-December, 1993. 
4) 伊藤正人，今泉孝，大岡昭雄，春日昭夫：断面分割架設による揖斐川橋側径
間部の設計と施工，プレストレストコンクリート技術協会 第10回シンポジウ
ム論文集，pp.811-816，2000. 
5) 斎藤公生，本間淳史，宮越信，岡本裕昭：内牧高架橋におけるコアセグメン
トのスパンバイスパン架設，プレストレストコンクリート技術協会 第13回シ
ンポジウム論文集，pp.397-400，2004. 
6) プレストレストコンクリート技術協会：プレテンションウェブ橋設計施工ガ
イドライン（案），2003. 
7) 永元直樹，中薗明広，安川義行，春日昭夫：張出し施工時に波形鋼板を架設
材として利用した信楽第七橋の設計，プレストレストコンクリート技術協会 
第12回シンポジウム論文集，pp.429-432，2003. 
8) 向野元治，稲森宏育，岡田浩樹，大澤浩二：高松大橋(仮称)の計画と設計，プ
レストレストコンクリート技術協会 第8回シンポジウム論文集，pp.481-486，
1998. 
9) 国土開発技術センター：プレビーム合成げた橋設計施工指針（第3版），1997. 
10) プレビーム振興会：プレビーム合成げた橋設計・製作・施工要領書，2005. 
11) 大澤浩二，渡部寛文，北野勇一：圧縮鋼材を有するＰＣ桁のせん断試験，プ
レストレストコンクリート技術協会 第 5 回シンポジウム論文集，pp.19-22，
1995. 
12) 野田行衛，大澤浩二，新井達夫，児島啓太郎：圧縮域に補強鋼材を用いたプ
レストレストコンクリート桁の力学的挙動，土木学会論文集，No.544／V-32，
pp.235-245，1996. 
13) 野田行衛，大澤浩二，新井達夫，渡部寛文：圧縮鋼材を有するＰＣ桁のクリ
ープ・乾燥収縮挙動について，プレストレストコンクリート技術協会 第 6 回
シンポジウム論文集，pp.115-118，1996. 
14) 大澤浩二，小林泰一郎，佐野ユミ子，新井達夫：圧縮鋼材を有するＰＣ桁の
基礎クリープ試験，プレストレストコンクリート技術協会 第 9 回シンポジウ
ム論文集，pp.473-478，1999. 
  10 
15) 野田行衛，大澤浩二，新井達夫，岸 靖佳：圧縮鉄筋構造のプレストレスト
コンクリート桁，橋梁と基礎，Vol.34，No.2，pp.39-44，2000. 
16) Arai, T., Noda, Y. and  Osawa, K.：Prestressed Concrete Beam with Reinforcing 
Steel Plate at Compressive Zone，Proceedings of the 1st  fib Congress，2002. 
17) 土木学会：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］，pp.153-158，2002. 
18) 土木学会：複合構造物の性能照査指針（案），pp.64,2002. 
19) 本間秀世，森田雄三：不静定ＰＣ構造物のクリープによる影響，プレストレ
ストコンクリート，Vol.19，No.4，pp.24-35，1977. 
20) 佐藤素啓，渡辺実，佐藤昇：変位法によるコンクリート構造物のクリープ・
乾燥収縮解析の基礎理論，プレストレストコンクリート，Vol.22，No.2，pp.59-66，
1980. 
21) 星埜正明，佐伯彰一：コンクリート斜張橋のクリープ解析，土木学会論文報
告集，第 295 号，pp.103-113，1980. 
22) 小宮正久，酒井一，前田晴人：任意形コンクリートのクリープ解析法に関す
る一提案，プレストレストコンクリート，Vol.29，No.2，pp.8-17，1987. 
23) 森本洋三，野田行衛，大澤浩二，橘 吉宏：ＦＣＣ工法におけるＰＣ橋のた
わみ管理（設計および自動計測システムについて），プレストレストコンクリ
ート，Vol.30,No.2，pp.14-20，1988. 
24) 前田晴人・酒井一・小宮正人：波形鋼板ウエブを有するＰＣ箱桁橋のクリー
プ解析法に関する研究，土木学会論文集，No.725/V-58，pp.171-181，2003. 
25) 前田晴人・酒井一・曹西・三井康司：ＰＣ曲線箱桁橋のクリープ解析に関す
る研究，プレストレストコンクリート，Vol.46，No.4，pp.73-82，2004 
26) Ghali, A. and Elbadry, M. : Serviceability Design of Continuous Prestressed 
Concrete Structures, PCI JOURNAL, pp.54-91, January-February, 1989. 
27) 小宮正久，酒井一，前田晴人：コンクリートのクリープ・乾燥収縮を考慮し
た断面曲げ解析，プレストレストコンクリート，Vol.34，No.6，pp.59-71，1992. 
28) 手塚正道，佐藤良一，山本浩嗣，鳥取誠一：ＰＲＣ部材の長期変形・応力に
関する研究，土木学会論文集，  No.613/V-42，pp.43-57，1999. 
29) 手塚正道，佐藤良一，落合勝，阿部司，伊藤秀敏：高強度コンクリートを用
いたＰＲＣ曲げ部材の時間依存性変形に関する研究，土木学会論文集，  
No.767/V-64，pp.99-114，2004. 
30) 北島彰夫：鋼・コンクリート合成構造の汎用クリープ・乾燥収縮解析，川田
技報，Vol.3，pp.10-25，1983. 
31) 栗田章光，赤尾親助：マトリックス法による鋼コンクリート合成構造の乾燥
収縮・クリープ解析，合成構造の活用に関するシンポジウム講演論文集，土木
学会，1986. 
32) 中井博，栗田章光：鋼・コンクリート合成構造のクリープ・乾燥収縮解析に
  11 
おける種々の基礎式に関する一考察，構造工学論文集，Vol.36A，pp.1275-1284，
1990. 
33) 星埜正明：鋼・コンクリート合成部材を含む骨組構造物のクリープ解析，橋
梁と基礎，pp.28-33，1994. 
34) 川上洵，松塚忠政，樫福浄，徳重英信：剛性マトリックス法による連続合成
桁の時間依存性応力解析，構造工学論文集，Vol.43A，pp.1323-1330，1997.  
35) 大山理，栗田章光：鋼・コンクリート二重合成連続箱桁橋におけるクリープ
の影響評価，土木学会論文集，No.668/Ⅰ-54，pp.103-116，2001. 
36) 大澤浩二，依田照彦：複合構造の時間依存解析に関する一考察，土木学会論
文集，No.788／V-67，pp.53-65，2005． 
 
 12 
 
第２章 時間依存性解析の基礎 
 
 
2.1 概 要 
 
クリープや収縮ひずみは，鉄筋コンクリート構造(以下，ＲＣ構造)，プレスト
レストコンクリート構造(以下，ＰＣ構造)およびこれらの部材と鋼部材から成る
複合構造など，コンクリートが関わるあらゆる構造物において設計上極めて重要
な要因である．いずれの構造においても，その断面あるいは部材を構成する要素
である，コンクリート，鉄筋，ＰＣ鋼材および鋼部材は，一般に一体となって外
荷重を負担すると考えられている．したがって，コンクリートにクリープや収縮
ひずみが生じると，コンクリートや鉄筋などの各構成要素間の付着が完全であれ
ば，鉄筋等にも同様な変形が生じ，新たな応力が付加されることになる．外荷重
に変化がなければ，このように鉄筋等に生じた新しい配分断面力はコンクリート
の配分断面力と釣り合っていなければならず，コンクリートにもそれに見合った
付加応力が生じることになる．すなわち，クリープや収縮ひずみによって，変形
の増大とともにコンクリートや鉄筋等の構成要素には応力の再分配が行われる． 
この影響を考慮した設計としては，ＲＣ断面の応力計算において弾性係数比を
実際の 2 倍程度の n=15 としている点や，鉄筋とＰＣ鋼材の両者で断面補強を行
うパーシャルプレストレストコンクリート構造（以下，ＰＰＣ構造）において，
鉄筋拘束力としてコンクリートに引張応力を加算している点，あるいは鋼合成げ
た橋の設計においてクリープ・収縮による配分応力度の計算で有効ヤング係数を
用いる点などが挙げられる．しかし，これらはあくまでも断面応力照査の段階で
考慮しているにすぎず，本来，クリープや収縮ひずみが最も問題となる変形，す
なわち構造解析では考慮されていなかったり，無視されている点に課題がある． 
本研究は，鋼橋やＰＣ橋の枠にとらわれず，断面分割や施工ステップを踏む鋼・
コンクリート複合構造に対する時間依存性解析を開発し，完成系の応力度照査を
主目的とする設計業務と，架設系の応力度照査やたわみ管理を主目的とする施工
検討業務の一元化を図ることを目指している．断面分割や施工ステップを忠実に
シミュレートすることにより，問題が出そうな部位や構造に対して事前の手当が
可能となり，品質や耐久性の面でより良い構造を創るための一助となるものと確
信する． 
ここでは，本研究で開発した時間依存性解析を説明する前に，①現状の設計で
採用されている各種のクリープ予測式，②一般的な合成構造として，鋼合成げた，
プレビーム合成げたおよびＰＣ合成げたの断面内応力転移計算法，③主に海外で
研究されてきた各種の時間依存性解析法について概説する． 
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2.2 クリープ予測式  
 
クリープや収縮といった時間依存性ひずみがコンクリート構造物に及ぼす影響
を考慮するためには，精度のよいクリープ・収縮の予測式と適切なクリープ解析
法が必要となる． 
予測式に関しては，古くから様々な式が提案されてきており，代表的なものと
して，ACI Committee 209 式，Bažant-Panula 式，CEB-FIP Model Code 式（MC70
式，MC78 式，MC90 式）等がある．標準示方書においては，長らく Rüsch らの
研究成果に基づく MC78 式が使われてきたが，平成 8 年版から阪田による国内デ
ータに基づく提案式が採用されるようになった．ただし，道路橋示方書(以下，道
示)においては，いまだに MC78 式が使われているのが現状である． 
標準示方書の平成 3 年版における MC78 式，平成 8 年版，2002 年版における阪
田式および MC90 式を以下に示す．MC78 式は，クリープひずみを弾性ひずみに
比例するものとしてクリープ係数で表現しているのに対して，阪田式は，スペシ
フィッククリープ（単位応力当たりのクリープひずみ）として表現する方法を採
っている．  
 
 
2.2.1 MC78 式 （平成 3 年版標準示方書 1） ,2） ,3）および現行の道示） 
 
(1)クリープ 
(2.1) 
 
ここに，  ：コンクリートの圧縮クリープひずみ 
      ：クリープ係数 
      ：作用する圧縮応力度 
      ：ヤング係数 
 
(2.2) 
 
ここに，  ：遅れ弾性ひずみに対する基本クリープ係数で一般に 0.4 とする 
      ：フローひずみに対する基本クリープ係数で，環境条件に応じた
値を用いる  
      ：載荷後の有効経過日数に関する関数 
      ：有効材齢と部材の仮想厚さに関する関数  
 
28/'' ccpcc Eσφε ⋅=
cc'ε
φ
cp'σ
28cE
[ ])()()(),( 00000 tttttt fffdd ββφβφφ −+−⋅=
0dφ
0fφ
)( 0ttd −β
)(tfβ
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(2)収 縮 
 (2.3-1) 
 
ここに，  ：基本収縮ひずみで，環境条件に応じた値を用いる 
      ：有効材齢と部材の仮想厚さに関する関数  
 
 MC78 式のクリープ・収縮の進行度については，コンクリートライブラリー794)
で紹介されている J. Frey による数式化 5)が参考になる．しかし，現行の道示では，
平成 8 年 12 月改訂において材齢差による算定式に変更されており、注意する必要
がある．図-2.1，図-2.2 に関数  および    のグラフを参考のために示す
が，仮想部材厚が 20cm 以下（体積表面積比 V/S が 70mm 程度以下）の場合には
大きめの数値となるように変更になっていることがわかる． 
 
(2.3-2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図-2.1 旧道示 6)          図-2.2 現行道示 7) 
 
 
2.2.2 阪田式 （平成 8 年版 8）および 2002 年版標準示方書 9） ,10）） 
 
(1)クリープ 
(2.4) 
 
ここに，  ：コンクリートの圧縮クリープひずみ 
      ：クリープ係数 
      ：作用する圧縮応力度 
      ：載荷時材齢のヤング係数 
 
(2.5) 
 
[ ])()('),(' 000 tttt ssscs ββεε −=
0'sε
)(tsβ
ctcpcc E/'' σφε ⋅=
cc'ε
φ
cp'σ
ctE
( ) ( ){ }[ ] crcpcc ttttt εσε ′⋅′−−−=′′′ 6.00 09.0exp1/,,
( )000 '),(' tttt sscs −⋅= βεε
( )tsβ ( )0tts −β
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(2.6) 
 
(2.7) 
 
(2.8) 
 
ここに，       ：有効材齢 t0 に乾燥を開始し有効材齢 に載荷された
コンクリートの有効材齢 t における単位応力当たり
のクリープひずみ(×10-10／(N/mm2)) 
           ：単位応力当たりのクリープひずみの最終値 
           ：単位応力当たりの基本クリープひずみの最終値 
：単位応力当たりの乾燥クリープひずみの最終値 
C，W，W/C ：単位セメント量，単位水量，水セメント比 
Ｖ/Ｓ   ：体積表面積比 
RH    ：相対湿度 
 
 
(2)収 縮 
(2.9) 
 
(2.10) 
 
ここに，    ：有効材齢 t0 に乾燥を開始したコンクリートの有効材齢 t に
おける収縮ひずみ 
：収縮ひずみの最終値(×10-5) 
 
 
2.2.3 MC90 式 11),12) 
 
(1)クリープ 
 
(2.11) 
 
(2.12) 
 
(2.13) 
 
dcbccr εεε ′+′=′
( ) ( ) ( ) 67.04.20.2 log/15 −′+=′ tCWWC ebcε
( ) ( ) ( )[ ] ( ) 30.0036.02.22.44.1 100/110//log/4500 −− −+=′ tRHSVCWWC edcε
( ) cpcc ttt σε ′′′ /,, 0 't
crε ′
bcε ′
dcε ′
( ) ( ){ }[ ] shcs tttt εε ′⋅−−−=′ 56.000 108.0exp1,
( )[ ] ( )[ ]210//log5log38100/exp17850 SVWRH eesh −+−+−=′ε
shε ′
( ) ( ) ( )0000, ttttt Ec ββφφ −=
( ) ( )00 tf cmRH ββφφ =
( ) 3/1046.0
)100/(11
ref
RH hh
RH−+=φ
( )0, ttcsε ′
 16 
(2.14) 
 
(2.15) 
 
(2.16) 
 
(2.17) 
 
 
(2.18) 
 
(2.19) 
 
ここに，    ：有効材齢 t0 に載荷されたコンクリートの有効材齢 t におけ
るクリープ係数 
        ：仮想部材厚      ，     mm 
       ：材齢 28 日における平均圧縮強度     ，    MPa 
        ：セメントの種類による係数，普通・早強セメントで 0.25 
 
 
(2)収 縮 
 
(2.20) 
 
(2.21) 
 
(2.22) 
 
(2.23) 
 
(2.24) 
 
ここに，     ：有効材齢 ts に乾燥を開始したコンクリートの有効材齢 t
における収縮ひずみ 
         ：強度発現に関する係数，普通・早強セメントで 5 
 
 
( )
cmocm
cm ff
f 3.5=β
( ) 2.0
0
0 1.0
1
t
t +=β
( )
3.0
0
0
0 ⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛
−+
−=−
tt
tttt
H
c ββ
( )[ ] 1500250012.01150 180 ≤++= RH
h
h
ref
Hβ
( )0, ttφ
0h 100=refh
)8( += ckf 10=cmof
( ) ( ) ( )( )28000 c
c
ccE E
tE
tt == ββ
( ) ( )[ ]tstcc 281exp −=β
s
( ) ( )sscsoscs tttt −= βεε ,
( ) ( )
5.0
2
0350 ⎥
⎥
⎦
⎤
⎢⎢⎣
⎡
−+
−=−
sref
s
ss tthh
ttttβ
( ) RHcmscso f βεε =
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2.2.4 クリープ予測式の比較 
 
文献 4)の pp.48 に示される試算例を参考に，クリープ係数と収縮ひずみを旧道
示(MC78 式)と現標準示方書(阪田式)および MC90 式の 3 種類の算定式で求めてみ
る．ただし，体積表面積比(V/S)は 150mm としており，旧道示式が現道示式と同
じ値となる範囲とした．なお，MC78 式の値は文献 5)により，ヤング係数はいず
れも表-2.1 の値で一定とした．  
図-2.3，図-2.4 に示すように，クリープ係数はほぼ同じ数値となるが，収縮ひ
ずみについてはかなりの差異がある．また，阪田式は，MC78 および MC90 式と
比較して，収束が早く，実際のクリープ・収縮挙動とよい一致を示すといわれて
いる．鉄道構造物等設計標準 29),30)では阪田式が採用されており，道示でも検討が
望まれる．  
 
表-2.1 試算条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.3 クリープ係数  
 
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
1 10 100 1,000 10,000 100,000 1,000,000
コンクリート材齢(日）
ク
リ
ー
プ
係
数
阪田
MC90
MC78
2.52
2.48
2.65
一定温度 T (℃) 20  
乾燥開始材齢 to (日) 3  
載荷開始材齢 t' (日) 3  
相対湿度 RH (％) 70  
単位水量 W (kg/m3) 180  
単位ｾﾒﾝﾄ量 C (kg/m3) 450  
水ｾﾒﾝﾄ比 W/C (％) 40  
体積表面積比 V/S (mm) 150  
設計基準強度 f' ck (MPa) 45  
ヤング係数 E'c (GPa) 38  
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図-2.4 収縮ひずみ 
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2.3 合成構造の断面内応力転移計算法 
 
応力転移計算の代表例としては，鋼道路橋の合成ゲタ設計施工指針13)で示され
るSattler法，現行の道路橋示方書Ⅱ鋼橋編14)の鋼合成げた橋に採用されている有
効ヤング係数法，同じくⅢコンクリート橋編7)のＰＣ合成げた橋に採用されてい
るMattock法が挙げられる． 
 有効ヤング係数法は総断面力法，SattlerやMattock法は分担断面力法として分類
される．構造解析の観点から，総断面力法が有利となる．一方，合成げたの場合
のずれ止めに作用する水平せん断力は，分担断面力法では分担軸力をそのまま使
えるが，総断面力法では床版図心位置の応力度から分担軸力を計算する必要があ
る．本研究は，Ghali，Gilbertらにより提唱されている総断面力法を採用した． 
 Appendix A.1に補足を示す． 
 
 
2.3.1 鋼合成げた 
 
 鋼合成げたにおけるクリープと収縮による応力転移計算については，鋼道路橋
の合成ゲタ設計施工指針で示される Sattler の解法，道路橋示方書Ⅱ鋼橋編で示さ
れる有効ヤング係数法がある． 
 
(1)Sattler の解法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.5 クリープによる配分断面力の変化 13) 
 
クリープの影響は，図-2.5 に示すように，床版の初期配分断面力     の    
クリープ進行量φ1 による変化量を    とすると， 
 
(2.25) ( ) ( )111 11 φφφ −−− −⋅+⋅−+−−=−= eenII dFAFMeNNN Fsc ccoFcosc
coco MN ，
cc MN ，
cN
sN
cM
sM
0cN
0sN
0cM
0sM
0M
コンクリート 
断面の重心軸(C) 
合成断面の  
重心軸(V) 
鋼ゲタ断面の 
重心軸(S) 
Ｔ=０からＴ=∞までの 
変化量 
y c
u 
y c
l 
y s
u 
y s
l 
d c
 
d s
 
d 
Ｔ=０ 
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(2.26) 
 
(2.27) 
ここで， 
(2.28) 
 
(2.29) 
 
(2.30) 
 
 
(2.31) 
 
なお，Ac，Ic はコンクリート床版の断面積と断面 2 次モーメント，Is ，Iv は鋼
げたおよび合成断面のヤング係数比 nでの換算断面 2次モーメントを示す．また，
軸力は引張を正，曲げモーメントは下縁引張を正としている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.6 収縮による配分断面力の変化 13) 
 
収縮の影響は，図-2.6 に示すように，収縮ひずみの進行量εs による床版の配
分断面力の変化量を    とすると， 
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(2.33) 
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(2.35) 
 
ここで， 
(2.36) 
 
(2.37) 
 
 
なお，当時のクリープ係数は，DIN4227 を引用し，       としている． 
ここで，  は図-2.7 に示すコンクリートの材齢に関する補正係数である．収縮
については，早期に完了することから     と考え，      としてい
る． 
 
 
 
 
 
 
図-2.7 材齢に関する補正係数 13) 
 
 
(2)有効ヤング係数法 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.8 クリープによる応力転移の考え方 14) 
 
 床版のクリープひずみ（圧縮）を完全拘束する軸引張力    を床版単体に作用
させて当初のひずみ状態に戻した後，鋼げたと床版から成る合成断面に符号が逆
の開放断面力を作用させる．床版の図心に作用する開放力は，合成断面の図心に
働く軸圧縮力と正の曲げモーメントと等価である．なお，このときの換算断面は
クリープを考慮した有効ヤング係数を用いる． 
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 クリープひずみを完全拘束する軸引張力は，床版の初期応力および軸力
を    ，ヤング係数を Ec ，クリープ係数を    として， 
 
 
 
 
 
(2.38) 
 
 
 同様にして，収縮ひずみを完全拘束する軸引張力は，収縮ひずみ      ， 
クリープ係数      として， 
 
 
(2.39) 
 
 
 よって，床版図心の応力度は，合成断面に作用する開放力と床版単体に作用す
る完全拘束力による応力度の合計として， 
 
(2.40) 
 
 鋼げたの応力度は，解放力による応力度として， 
 
(2.41) 
 
 ここで， 
(2.42) 
 
 なお，Av1，Iv1 は，合成断面のヤング係数比 nφ1 での換算断面積と換算断面 2 次
モーメントを示す． 
 
 一般的な鋼合成げたは連続げたの中間支点上で床版コンクリートのひび割れの
発生を許容している．道路橋示方書Ⅱ鋼橋編では，コンクリート断面を無視する
場合においてもけたの変形や不静定力を求める際には，コンクリート断面を考慮
して解析上の荷重項を求めることができるとしている．一方，この方法による場
合，クリープや収縮の影響が大きくなることから現実的ではないとして，図-2.9
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に示すように，クリープについては正の曲げモーメントが作用する区間（床版が
圧縮域となる区間），収縮については中間支点上から 0.15L（L：スパン長）を控
除した区間の影響だけを考慮する方法等も検討されている 15),16)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.9 クリープ・収縮の発生を考慮する範囲の例 15) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
S1 S2 S3
S1,S2,S3：クリープの発生を考慮する範囲
L1 L2 L3
★：乾燥収縮の発生を考慮する範囲
★  ★ ★  
0.15L1 0.15L2 0.15L2 0.15L3
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2.3.2 プレビーム合成げた 
 プレビーム合成げたとは，鋼げたの下フランジを包むコンクリートに鋼げたの
曲げ変形によってプレストレスを与えた，いわゆるプレビームを床版コンクリー
トと合成したけたである．けた高の割に活荷重によるたわみが小さいため，けた
高制限を受ける場合に有利な形式であり，また製作・架設の簡素化，維持管理費
の低減，耐食性がよいなどの長所を持っている． 
 このように，プレビーム合成げたは上下にコンクリート要素を持った鋼部材で
あるため，前述した通常の鋼合成げたとは異なる計算手法がとられている．同け
たの設計は，「プレビーム合成げた橋設計施工指針」（平成 9 年 7 月）17)に準拠し
て行われているが，ここでは，応力転移計算法 18)に限って概説する． 
 同けたの施工順序を図-2.10 に，荷重別抵抗断面と発生応力度を図-2.11 に示
す． 
 
 載 荷 状 態  応力抵抗断面 たわみ抵抗断面 摘   要  
(a) 
   所定のそりを与え
たＩ型断面の鋼材
を用意する  
(b) 
   Ｐなる荷重を載荷し
設計モーメントを包
含するような曲げモ
ーメントを与える 
(c) 
   (b)の状態で下フラ
ンジコンクリート
を打設する  
(d) 
   荷重Ｐを除去する
と下フランジコン
クリートに圧縮力
が導入され、プレ
ビームが完成する  
(e) 
   プレビームを架設
し、腹部、横げた、
床版コンクリート
を打設する  
(f) 
   プレビームと床版
コンクリートが合
成され、後死荷重
が作用する  
(g) 
   活荷重が作用する  
 
図-2.10 プレビーム合成げたの施工順序 17) 
プレフレクション 
荷重  
Ｐ
リリース  
Ｐ
Ｐ Ｐ
後死荷重  
活荷重  
軸方向鉄筋
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発生応力図  累計応力図   
状  態  抵抗断面  
鋼げた応力 床版コンクリート
応力 
下フランジコンク
リー ト応力 
下フランジコンクリー
ト軸方向鉄筋応力 
鋼げた応力 床版コンクリート
応力 
下フランジコンク
リー ト応力 
下フランジコンクリー
ト軸方向鉄筋応力 
(a) 鋼げた完成  
   
(b) プレフレクション  
   
(c) リリース  
   
(d) プレビーム自重載荷  
   
(e) 下フランジコンクリート
のクリープ、収縮  
   
(f) 床版、横げたコンクリー
ト打設  
   
(g) 合成後死荷重載荷  
   
(h) 
床版コンクリートのクリープ、
収縮および下フランジコンク
リートのクリープ終了 
   
(i) 
活荷重載荷  
   
(j) 
活荷重載荷     
 
図-2.11 荷重別の断面力抵抗断面と発生応力度 17) 
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図-2.12 断面諸定数(要素単体) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.13 断面諸定数(STATE-1 および STATE-1’) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図-2.14 断面諸定数(STATE-2)      図-2.15 断面諸定数(STATE-3) 
 
なお，以降の式に使用する記号の説明は，表-2.2 および図-2.12～図-2.15 を
参照されたい． 
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(1)Sattler の解法 
下フランジコンクリートおよび床版コンクリートのクリープによる移行断面力
は，前述した鋼合成げたに用いられている Sattler の解法を用いている． 
 
a)STAGE4 
リリース直後から床版打設時までに下フランジコンクリートのクリープ
（    ）による移行断面力および応力度は，次式で表される． 
 
(2.43) 
 
(2.44) 
 
(2.45) 
 
(2.46) 
 
ここで， 
 (2.47) 
 
(2.48) 
 
(2.49) 
 
        ：プレフレクション荷重による曲げモーメント 
       ：主げた自重によるモーメント 
 
鋼げた                             (2.50) 
 
 
下フランジコンクリート                     (2.51) 
 
 
b)STAGE9 
 床版のクリープ（    ）による移行断面力および応力度は，橋面荷重を持
続荷重として次式で表される． 
 
(2.52) 
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(2.53) 
 
(2.54) 
 
(2.55) 
 
ここで， 
(2.56) 
 
(2.57) 
 
(2.58) 
 
         ：橋面荷重による曲げモーメント 
 
床版コンクリート                        (2.59) 
 
 
鋼げた                             (2.60) 
 
 
下フランジコンクリート                     (2.61) 
 
 
 
c)STAGE10 
 下フランジコンクリートの残りのクリープ（   ）による移行断面力および
応力度は，床版打設までに作用した荷重のほか，下フランジコンクリートの床版
打設時までのクリープと全収縮，および床版コンクリートの全クリープと全収縮
による断面力を持続荷重として次式で表される． 
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(2.65) 
 
ここで， 
(2.66) 
 
 
 
 
(2.67) 
 
 
 
(2.68) 
 
 
          ：下フランジコンクリートのリリース時初期断面力 
式(2.47)，(2.48)参照 
          ：床版打設時までの下フランジコンクリートのクリープに
よる移行断面力 式(2.43)，(2.44)参照 
          ：下フランジコンクリートの収縮ひずみによる移行断面力 
式(2.72)，(2.73)参照 
          ：床版コンクリートの収縮ひずみによる移行断面力 
式(2.80)，(2.84)参照 
          ：床版荷重による曲げモーメント  
          ：床版コンクリートのクリープによる移行断面力 
式(2.54)，(2.55)参照 
 
 
床版コンクリート                        (2.69) 
 
 
鋼げた                             (2.70) 
 
 
下フランジコンクリート                     (2.71) 
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(2)有効ヤング係数法 
 収縮による移行断面力は，有効ヤング係数法を用いている． 
 
a)STAGE5 
 下フランジコンクリートの収縮による移行断面力および応力度は次式で表され
る．なお，下フランジコンクリートの収縮はこの時点で終了するものとしている． 
 
(2.72) 
 
(2.73) 
 
(2.74) 
 
 (2.75) 
ここで， 
(2.76) 
 
(2.77) 
 
 
 
鋼げた                             (2.78) 
 
 
下フランジコンクリート                     (2.79) 
 
 
b)STAGE8 
 床版コンクリートの収縮による移行断面力と応力度は次式で表される． 
 
(2.80) 
 
(2.81) 
 
(2.82) 
 
(2.83) 
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(2.84) 
 
(2.85) 
 
(2.86) 
 
ここで， 
(2.87) 
 
(2.88) 
 
(2.89) 
 
 
(2.90) 
 
(2.91) 
 
(2.92) 
 
 
床版コンクリート                        (2.93) 
 
 
鋼げた                             (2.94) 
 
 
下フランジコンクリート                     (2.95) 
 
 
 
(3)下フランジコンクリートを無視した場合の応力度再分配 
 活荷重作用に対してひび割れを許容するため，下フランジコンクリートが負担
していた断面力を下フランジコンクリートを無視した STATE3 の断面に再分配す
る． 
 下フランジコンクリートが負担していた配分断面力（下フランジコンクリート
図心に作用）は， 
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(2.96) 
 
(2.97) 
 
 ここで，  
         ：下フランジコンクリートの最終クリープ用の初期断面力  
式(2.66)，(2.67)参照 
         ：下フランジコンクリートの最終クリープによる移行断面力 
  式(2.62)，(2.63)参照 
         ：活荷重による曲げモーメント 
 
 よって，STATE3 断面の図心での開放断面力と各部の応力度は， 
 
(2.98) 
 
(2.99) 
 
 
床版コンクリート                        (2.100) 
 
 
鋼げた                             (2.101) 
 
 
 
ヤング係数比と鋼げたの拘束度を表す係数 f およびαに関する補足を Appendix 
A.2 に示す． 
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2.3.3 ＰＣ合成げた 
 
 鋼合成げたと同様に，プレストレストコンクリートＩげたに床版コンクリート
を合成させたＰＣ合成げたがある．主げたと床版の両者がクリープ・収縮を生じ
る点が異なり，クリープ差・収縮差に着目した Mattock 法 19),20)が採用されている．  
 文献 21)に式の誘導例が示されているが，誘導時の記号の符号の考えが特異で
あり，使用にあたっては留意する必要がある．曲げモーメントは上ぞりを正で扱
っている．式(2.102)，(2.103)を使用する際は，全ての記号を正として計算すれば
よい． 
 
(1)クリープ差による応力度  
 
 
 
 
 
 
 
図-2.16 結合面に作用する断面力 7) 
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  ：プレストレスに対する床版合成後のけたのクリープ係数 
  ：床版合成後に発生する内部応力に対するけた（あるいは床版）の
クリープ係数(Mattock 法では，両者の係数が同じであるとの仮定
に基づいている 21)） 
      ：ＰＣ鋼材の引張力  
   ，  ：けた断面および床版断面の死荷重曲げモーメント 
     ：けたの断面積，断面二次モーメント，断面二次半径，ヤング係数  
：床版の断面積，断面二次モーメント，断面二次半径，ヤング係数  
 
 よって，床版の応力度は， 
 
(2.110) 
 
けたの応力度は， 
 
(2.111) 
 
 
 
(2)収縮差による応力度 
 
(2.112) 
 
(2.113) 
 
ここに，  ：けたと床版の収縮差 
よって,床版の応力度は, 
 
(2.114) 
 
けたの応力度は， 
 
(2.115) 
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2.4 時間依存性解析法 
 
時間依存性解析に関しては，有効ヤング係数法（EM 法），クリープ速度法（RC
法），流動速度法（RF 法），改良 Dischinger 法（ID 法），材齢係数を使う材齢修正
有効ヤング係数法（AEM 法，Trost-Bažant 法），step-by-step 法や逐次積分法など
の重ね合わせによる方法等がある．文献 22)～28)より各方法を概説する． 
 
2.4.1 有効ヤング係数法 (Effective Modulus Method) 
前述したクリープ予測式は，一定持続応力下のクリープ試験結果から導かれた
ものであり，いわゆる外的にも内的にも拘束がない供試体におけるクリープ現象
を表している．このような場合のコンクリートに発生している全ひずみは，以下
のように弾性ひずみ，クリープひずみおよび収縮ひずみの和として表すことがで
きる． 
 
 
(2.116) 
 
 
 弾性ひずみとクリープひずみをまとめて表すと，下式のように変形され，クリ
ープ解析はクリープ係数分だけ低減された有効ヤング係数を用いた弾性解析に帰
着することになる．これが，Faber(1927)の有効ヤング係数法である． 
 
 
 
 
(2.117) 
  
 
しかし，作用応力が時間とともに変動する一般の構造物におけるクリープ挙動
を予測する場合には，応力履歴や載荷材齢の影響を考慮していないため，誤差が
大きくなる．単純支持され一定荷重が載荷されているＲＣ構造の梁においても，
その断面内では鉄筋によりコンクリートの自由なクリープ変形が拘束され，応力
の再分配が生じるため，もはや一定持続応力の条件から外れることに注意する必
要がある．  
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2.4.2 材齢修正有効ヤング係数法  (Age-Adjusted Effective Modulus Method) 
 有効ヤング係数法の欠点であった変動応力の影響を考慮できない点に改良を加
えたものであり，Trost(1967)や Bažant(1972)により提案され，後に Trost-Bažant 法
(1983)と呼ばれている． 
 同法は，徐々に作用する応力に対して，低減されたクリープ係数        を用い
ることでその影響を考慮している点に特長がある(図-2.17)．応力変動      を考
慮した全ひずみは，以下のようになる. は材齢係数(Aging Coefficient)と呼ばれ，
最終値は 0.8 に近似する． 
 
 
  
 
(2.118) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.17 一定応力と経時変化応力によるクリープ 22) 
 
2.4.3 クリープ速度法  (Rate of Creep Method) 
同法は，Glanville(1930)，Whitney(1932)によって提案され，Dischinger(1937)に
よってコンクリート構造の解析に適用された．時間に伴うクリープ速度は，載荷
材齢τには依存しないという仮定(Whitney の法則)に基づいており，このことは，
異なる材齢に載荷されたコンクリートのクリープ曲線が平行であると仮定するこ
とを意味する(図-2.18)．もちろん，このことは真実ではない．しかしながら，ク
リープ速度が載荷材齢に依存しないと仮定することで，初期載荷時の 1 本のクリ
ープ曲線だけで如何なる応力履歴によるクリープひずみをも計算することができ
るといった特長がある． 
Dischinger は，コンクリートの全ひずみの変化率を下式で与えている． 
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図-2.18 Whitney の法則 22) 
 
 
2.4.4 改良 Dischinger 法 (Improved Dischinger Method) 
 クリープひずみのうちの遅れ弾性ひずみが弾性ひずみと同様に瞬時に発生する
と仮定し，残りのフロークリープひずみをクリープ速度法で計算する(図-2.19)． 
当初，Nielsen(1970)は遅れ弾性係数を載荷材齢に関係なく一定値  0.333 とした
が，Rüsch(1976)は後に  0.4 を提案し，MC78 に採用された．  
一定の持続応力下での全ひずみは，下式のように表せる． 
 
(2.120) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.19 改良 Dischinger 法の仮定 22) 
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2.4.5 重ね合わせによる方法 (Superposition,Step-by-step method) 
 材齢τに作用した応力増分によって生じるクリープひずみは，それ以前あるい
はそれ以降に作用する如何なる応力増分にも影響を受けないと仮定し，重ね合わ
せにより全ひずみを求める方法である．step-by-step 法には非常に多くのバリエー
ションがある．図-2.20 に示す Ghali(1967)の提案は，各時間間隔の中央で応力増
分が瞬時に発生するものとして連続的に変化する応力履歴を扱おうとしたもので，
全ひずみは下式のように表せる．  
 
(2.121) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.20 step-by-step 法(Ghali)22) 
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2.5 まとめ 
 
本章では，時間依存性解析の基礎として，①現状の設計で採用されている各種
のクリープ予測式，②一般的な合成構造として，鋼合成げた，プレビーム合成げ
たおよびＰＣ合成げたの断面内応力転移計算法，③主に海外で研究されてきた各
種の時間依存性解析法について概説した． 
 
(1) クリープ予測式について 
道路橋示方書 7)がいまだに MC78 式を引用している反面，鉄道構造物等設計標
準 29),30)では標準示方書の阪田式 8),9)が採用されている．MC90 式や阪田式には遅
れ弾性ひずみの表現が無く，2002 年版の標準示方書 9)には高強度コンクリートを
対象とした新たな予測式も示されたことなどを考慮すると，任意の予測式に対応
できる時間依存性解析が必要である． 
 
(2) 合成構造の断面内応力転移計算法について 
従来，設計に用いられてきた分担断面力法に分類される Sattler や Mattock 法で
は，応力照査レベルの利便性だけが考慮されてきた．架設途上から供用時までの
変形や応力性状を一元的に把握するためには，変位法による構造解析を前提とし
た総断面力法に分類される Ghali や Gilbert らの手法が有効である． 
 
(3) 時間依存性解析法について 
分割施工される構造物の施工途上での性状を把握するためには，コンクリート
材齢をステップ分割することになり，重ね合わせ（Superposition）の方法を用い
ることが前提となる．ステップ間での有効ヤング係数には，Trost や Bažant によ
り提唱された材齢係数（Aging Coefficient）が考慮されるが，この係数はクリープ
予測式の形態により変化するものであり，クリープ予測式とともに議論すべきも
のである．標準示方書でクリープ予測式とともに定義されることが望まれる．本
研究では，任意の係数の選定を可能とするが，一般には，道路橋示方書で考慮さ
れているχ＝0.5 を標準とした．  
 
(4) 鋼橋とＰＣ橋の解析方法の統一について 
鋼げたが大きな拘束度を示す鋼合成げた構造では，コンクリートの材齢初期に
生じる収縮による拘束応力を評価するために，クリープ係数を 2 倍とする方法が
とられており，これがクリープと収縮を個々に分離して扱う理由となってきた．
一方，ＰＣやＰＰＣ構造では従来からクリープと収縮を同時に評価しており，プ
レストレスを導入する鋼合成げたなどの複合構造では，解析方法の統一が課題で
ある． 
 41 
参考文献  
 
1) 土木学会：コンクリート標準示方書(平成 3 年版)設計編，1991. 
2) 土木学会：コンクリートの力学特性に関する調査研究報告，コンクリートラ
イブラリー69，1991. 
3) 土木学会：コンクリート標準示方書(平成 3 年版)改訂資料およびコンクリート
技術の今後の動向，コンクリートライブラリー70，1991. 
4) 土木学会：コンクリート技術と示方書改訂の動向，コンクリートライブラリ
ー79，pp.156-158，1994. 
5) Josef Frey: Nahrugsweise Beshreibung des zeitabhangien Beton verhaltnis nach DIN 
4227 teil 1, Beton-und-Stahlbetonbau, 1986.3  
6) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説 Ⅲコンクリート橋編，1994. 
7) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説 Ⅲコンクリート橋編，2002. 
8) 土木学会：コンクリート標準示方書(平成 8 年版)設計編，1996. 
9) 土木学会：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]，2002. 
10) 土木学会：2002 年版コンクリート標準示方書改訂資料，コンクリートライブ
ラリー108，2002. 
11) CEB-FIP：Model Code for Concrete Structures (MC-90), Thoman Telford, London, 
1993. 
12) Ghali, A., Favre, R. and Elbadry, M. : Concrete Structures Stresses and Deformation 
– Third Edition, Spon Press, 2002. 
13) 日本道路協会：鋼道路橋の合成ゲタ設計施工指針，1967． 
14) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編，2002． 
15) 藤原稔ほか：新しい鋼橋の設計，山海堂，pp.93-101，2002． 
16) (社)日本鋼構造協会：合理化桁に関するデザインマニュアル，pp.44-63，2000. 
17) プレビーム振興会：プレビーム合成げた橋設計施工指針，1997.  
18) プレビーム振興会：プレビーム，pp.39-65，1981. 
19) Portland Cement Association Research and Development Laboratories : 
Precast-Prestressed Concrete Bridges , 1960. (財団法人高速道路調査会 橋梁構
造小委員会  コンクリートプレキャスト構造分科会  ：プレキャストプレストレ
ストコンクリート橋－ＰＣ合成桁の実験と理論解析－) 
20) 藤原稔ほか：新しいＰＣ橋の設計，山海堂，pp.120-125，2003． 
21) 日本道路協会：コンクリート道路橋設計便覧，pp.404-409，1994．  
22) Gilbert, R. I. :  Time effects in concrete structures，ELSEVIER, 1988. 
23) Neville, A. M., Dilger, W. H. and Brooks, J. J.: Creep of Plain and Structural 
Concrete, Construction Press (Longman Group Ltd), 1983.  
24) コンクリート工学協会：コンクリート便覧，pp.883-886，1996. 
 42 
25) 土木学会：コンクリートのクリープおよび乾燥収縮，コンクリート技術シリ
ーズ 24，1998. 
26) 土木学会：コンクリートのクリープおよび乾燥収縮Ⅱ，コンクリート技術シ
リーズ 39，2000. 
27) 日本コンクリート工学協会：コンクリート構造物のクリープおよび収縮によ
る時間依存変形研究委員会報告書，2001. 
28) 阪田憲次：コンクリートの乾燥収縮およびクリープの予測，コンクリート工
学，Vol.31，No.2，pp.5-14，1993． 
29) 鉄道総合技術研究所：鉄道構造物等設計標準・同解説－コンクリート構造物，
2004. 
30) 鉄道総合技術研究所：鉄道構造物等設計標準・同解説－鋼とコンクリートの
複合構造物，2002. 
 
 
  43 
 
第３章 時間依存性解析法の開発 
 
 
3.1 概 要 
 
本研究では，既往の研究を考慮し，鋼・ＰＣの枠を超えた分割施工される複合
構造を対象に，①架設途上やコンクリートの経時挙動による断面図心の変動の影
響を図心ずれとして考慮し，②クリープ予測式の形態に影響を受けない
step-by-step法を基本とし，逐次積分を組み合わせることでステップ分割の粗密に
よる影響を改善，さらに，③クリープ等の固定端断面力については部材内でひず
みが放物線分布すると仮定し，精度向上を図った汎用解析法1)を提示した．   
本章では，本研究で提案する解析法の定式化を行うとともに，簡単な例題によ
り計算の妥当性を検証した． 
 
 
3.2 解析法の定式化 
 
図-3.1(a)に示すような応力履歴を受ける複合構造の断面力，応力および変形を
求める．施工ステップの始めに瞬間的な応力変動（以下，瞬間応力と呼ぶ）が作
用し，次の施工ステップまでの間，クリープ，収縮およびＰＣ鋼材のリラクセー
ションによる経時的な応力変動(以下，経時応力と呼ぶ)が働くものとする．  
時間依存性解析では，クリープに関する持続ひずみをどのような形で蓄えるか
がポイントであり，従来の多くが断面力の形で蓄えていたのに対して，本研究で
は解析を通じて任意の基準軸回り（一定）の軸ひずみと曲率の形で蓄える． 
一方，変位法による構造解析では，一般に図心軸に関して力の釣り合いとひず
みの適合条件を考慮した計算が行われている．時間依存性解析では，施工段階あ
るいはコンクリートの経時的挙動により断面の図心軸が変動するため，その都度，
軸線データを補正することは困難である．そこで，本研究では，基準軸上に軸線
データを作成し，計算の都度，変動する図心軸から基準軸への座標変換を行うこ
とにより，図心ずれの影響を考慮する． 
まず，複合構造に作用する瞬間応力とひずみの関係式を説明し，次にクリープ・
収縮の基本式と経時応力とひずみの関係式を説明する．最後に，変位法による基
本式を説明する． 
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 (a)応力履歴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)応力履歴モデル化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c)クリープ係数 
 
図-3.1 時間依存性解析の概念図  
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3.2.1 クリープ・収縮ひずみの基本式 
 
(1)符号と仮定 
 図-3.2に鋼げたと上下コンクリート床版からなる簡単な合成断面とそのひず
み分布を示す．コンクリート床版の中には，それぞれ鉄筋とＰＣ鋼材が配置され
ている．任意の基準点（ここでは，合成断面の図心とする）に作用する軸力 と
曲げモーメント により，同基準点上には軸ひずみ と曲率 が発生する． 
軸力 および軸ひずみ は，引張りのときを正とし，曲げモーメント および
曲率 は，梁において下縁引張りのときを正とする．したがって，収縮ひずみ     
ああは一般に負の値となる．変動量 は，増加分のときを正，減少分のときを負
で表す．また，基準点 からの距離 は，基準点より下方のときを正とする． 
 計算にあたっては，①断面の平面保持，②各要素の完全合成，③線形クリープ
則（クリープの重ね合わせの原理），④コンクリートはひび割れがなく全断面有効
を前提としている．また，変位法に関しては，二次元の平面骨組み解析を対象に
し，右手系の符号を用いた．なお，今回の研究では，せん断変形の影響は考慮し
ていない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2 合成断面の基準点 
 
 
(2)瞬間的な応力変動とひずみの関係式 
 基準点に作用する軸力 ・曲げモーメント と軸ひずみ ・曲率 の関係は，
式(3.1)で表される2),3)． 
 ここに，  は基準ヤング係数， は換算断面積， は換算断面一次モーメン
ト， は換算断面二次モーメントであり，それぞれ式(3.2)～式(3.4)となる． 
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                      (3.1) 
 
 
                      (3.2) 
 
 
                        (3.3) 
 
 
                        (3.4) 
 
 
 軸ひずみと曲率は，式(3.1)を解くことで求まる． 
 
 
                    (3.5) 
 
 
よって，基準点から距離 だけ離れた任意繊維での応力度は，ヤング係数を と
すれば， 
 
(3.6) 
 
 
(3)クリープ・収縮ひずみの基本式 
 先に示した図-3.1(a)について考える．iステップの始点（材齢 ）に載荷された
瞬間応力    による，弾性ひずみと終点（材齢  ）までのクリープひずみ
の合計は， 
 
(3.7) 
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 よって，iステップ終点での全ひずみは，図-3.1(b)のようなモデル化を考え，1
ステップからの重ね合わせを行うことで，式(3.9)に示すとおりとなる．ここに，
右辺第1項は，1ステップから（i－1）ステップまでに作用した瞬間応力と経時応
力に関する弾性ひずみとクリープひずみを，第2項と第3項は，iステップに関する
ものを（式(3.7)と式(3.8)参照），第4項は1ステップからiステップ終点までの収縮
ひずみを示す． 
 
 
 
(3.9) 
 
 
 
  また，iステップ始点での全ひずみは， 
 
 
 
(3.10) 
 
 
 
よって，iステップの増分ひずみは，式(3.9)と式(3.10)の差分より， 
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経時応力を評価する手法としては，有効ヤング係数法（EM法），クリープ速度
法（RC法），流動速度法（RF法），改良Dischinger法（ID法），材齢係数を使う材齢
修正有効ヤング係数法（AEM法，Trost-Bažant法）と，step-by-step法や逐次積分法
などの重ね合わせによる方法等がある4),5)．今回は，step-by-step法を基本とし，か
つ逐次積分法を組み合わせ，式(3.11)に示すクリープ係数の増分をｎ等分し，重ね
合わせによって精度を向上させる．そのため，材齢係数 については，MC90の
クリープ係数に対して通常0.6～0.9の値を示すとされるが，ここでは，           
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以下に，式(3.11)を逐次積分での増分形で示す．ここに，Whitney則を用いた場
合には，     となる．式(3.15)は，材齢修正有効ヤング係数と呼ばれる． 
 
 (3.12) 
 
 
(3.13) 
 
 
(3.14) 
 
 
(3.15) 
 
 
 
 
(3.16) 
 
 
 
 式(3.16)において，右辺第2項から第5項は，持続弾性ひずみに対するクリープひ
ずみと収縮ひずみ（以下，自由塑性ひずみ   と呼ぶ）である．また，第5項の
経時応力      については，積分ループの都度，持続ひずみとして加算し
ていくことを表している．静定構造物の場合，経時応力は自由塑性ひずみが鋼げ
たやＰＣ鋼材等によって拘束されることにより，断面内での応力転移として発生
するだけである．一方，不静定構造物の場合には，応力転移の結果生じた部材変
形が外的，内的に拘束されることにより不静定力が発生するため，この応力増分
も加算されることになる． 
 
 
(4)応力転移による経時応力とひずみの関係式 
 前項では，軸ひずみに関して,クリープ・収縮の逐次積分の基本式を示した．こ
こでは，3.2.2項の書式に合わせて，応力転移による経時応力とひずみ（軸ひず
みと曲率）の関係式を示す．なお，簡単のために，逐次積分の表現は省略する． 
 まず，前項で示したクリープ・収縮による自由塑性ひずみ   ，さらにＰＣ
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要な断面力(以下，完全拘束力と呼ぶ)   ，  を求める．式(3.17)の右辺第1
項は，自由塑性ひずみ分を示し，ひとつの断面内に存在する強度や材齢などが異
なるコンクリート要素の数  だけ重ね合わせる． ， ， は，各コンクリー
ト要素の断面積，断面一次モーメント，断面二次モーメントである．また，第2
項は，ＰＣ鋼材の低減リラクセーションに対するものを示し，  ，  は，各
ＰＣ鋼材の断面積と基準点からの離れである． 
 
 
(3.17) 
 
 
次に，コンクリート要素を式(3.15)で表される材齢修正有効ヤング係数として換
算した断面（以下，材齢修正換算断面と呼ぶ）に，完全拘束力と絶対値が等しく，
逆符号である断面力（以下，開放力と呼ぶ）を作用させ，式(3.5)により開放ひず
み    ，   を求める．なお，不静定構造物の場合には，解放力に伴う不
静定2次力   ，   を考慮する． 
 
 
(3.18) 
 
 
 よって，コンクリートの任意繊維での経時応力は，完全拘束ひずみ（自由塑性
ひずみの逆符号）と開放ひずみの合計として， 
 
(3.19) 
 
鋼げたや鉄筋の経時応力は， 
 
(3.20) 
 
 ＰＣ鋼材の経時応力は，リラクセーションひずみとの合計として， 
 
(3.21) 
 
 また，式(3.19)を基準軸位置で求めたものが，式(3.8)に示す経時応力      
である． 
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3.2.2 変位法への適用 
 
(1)基準軸に関する変位法の基本式 
 図心軸に関する平面骨組み部材の材端力   と変位    の関係は，部材剛性
マトリックス    と固定端断面力   により 
 
(3.22) 
あるいは， 
 
(3.23) 
 
ここに，添え字 は図心軸を表す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.3 基準軸と図心軸の関係 
 
また，図-3.3より，基準軸に関する材端力と図心軸に関する材端力の関係は，
基準軸からの図心軸の離れを とすると， 
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あるいは， 
 
 
(3.25) 
 
ここに，軸変換マトリックス  の非ゼロ項は， 
 
 
(3.26) 
 
 
 同様に，変位の関係は， 
 
(3.27) 
ここに，添え字 は転置マトリックスを表す． 
 
 式(3.22)の両辺に左から軸変換マトリックス  を乗じ，式(3.24)と式(3.27)を考
慮すると， 
 
(3.28) 
 
 よって，基準軸に関する部材剛性マトリックスは， 
 
(3.29) 
あるいは， 
 
(3.30) 
 
 
したがって，式(3.29)に式(3.26)を代入し，さらに式(3.31)と式(3.32)を考慮する
と，基準軸に関する部材剛性マトリックスは，式(3.33)～式(3.36)で表せ，断面一
次モーメントの項が追加された形となる． 
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(3.33) 
 
 
 
 
 
 
(3.34) 
 
 
 
 
 
 
 
(3.35) 
 
 
 
 
 
 
(3.36) 
 
 
 
 
 
(2)固定端断面力 
 式(3.17)で示したコンクリートのクリープ，収縮およびＰＣ鋼材のリラクセーシ
ョンの完全拘束力を，変位法での固定端断面力として表す．部材内のひずみが直
線分布ならば，部材両端の完全拘束力だけで定義できるが，一般的には中間荷重
の影響で放物線分布と考えられる．そこで，本解析では，部材のa端とb端のほか
に，中央点（c点）を着目点に加え，3点の完全拘束力から固定端断面力を定式化
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する6)．なお，式(3.17)では，基準軸に関する断面力となっているので，式(3.24)
に示す軸変換は不要となる． 
  
 
 
(3.37) 
 
 
 
 
 
 
(3.38) 
 
 
ここに， 
 
(3.39) 
 
(3.40) 
 
 
 また，ここで扱う完全拘束力は，内力として扱うため，部材内でのつり合いが
必要である．本研究では，曲げモーメントのつり合いを確保するせん断力を考慮
している． 
 
 なお，全体の解析フローにおける基準軸への座標変換の位置付けを Appendix 
A.3 に示す． 
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3.3 数値計算例  
 
 本解析法の妥当性を検証するため行なった計算例を以下に示す． 
 
① 既往例題との比較 
・短柱モデル(R.I.Gilbert)    step-by-step法の検証 
 ・鋼合成げたモデル(A.Ghali)  材齢修正有効ヤング係数法の検証 
                 逐次積分の収束性の検証 
 
② プレビーム門型ラーメン橋をモデル化した計算例1 
・図心ずれの影響（図心ずれ有無の比較） 
・クリープ・収縮の固定端断面力の影響（放物線分布と直線分布の比較） 
 
③ 圧縮鋼材を有するＰＣげたの基礎クリープ試験をモデル化した計算例2 
・解析値と実測値との比較 
・拘束鋼材の効果（拘束鋼材有無の比較） 
・クリープ曲線の影響（step-by-step法とWhitney則の比較） 
 
④ オフセット（図心ずれ）部材をモデル化した計算例3 
・ 門型ラーメンモデル(A.Ghali)  
けた1段オフセット，けた2段オフセット，けた・柱1段オフセット 
 
 
3.3.1 既往例題との比較  
(1)短柱モデルによるstep-by-step法の検証 
文献4)の例題(pp.61-64，pp.82-85)を用いて，本解析法の妥当性を検証する．同
例題は，図-3.4に示すＲＣ短柱に軸圧縮力が作用する際の経時応力の変化を
step-by-step法で追跡したものである．表-3.1に解析条件を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.4 短柱モデル 
P=1000kN コンクリート
Ac=90000mm
2
Ec(t0)=25GPa
鉄　筋
As=1800mm
2
Es=200GPa断面図
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表-3.1 解析条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-3.2および図-3.5に解析結果を示す．ここで，(-)は圧縮応力度を示す． 
コンクリート応力度，鉄筋応力度とも良く一致しており，step-by-step法の解析が
妥当であることが確認できる． 
 
表-3.2 解析結果     (単位:MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ステップ － 1 2 3 4 5 6 7
i － 0 1 2 3 4 5 6
ti 日 10 15 27.5 47.5 85 185 4885
ti＋ 日 10 20 35 60 110 260 10010
ti＋－ti 日 0 10 25 50 100 250 10000
φ(ti+，t0） － 0.00 0.50 1.00 1.50 2.00 2.50 3.00
φ(ti+，t1） － 0.30 0.80 1.25 1.75 2.25 2.75
φ(ti+，t2） － 0.40 0.90 1.45 2.00 2.50
φ(ti+，t3） － 0.45 1.00 1.60 2.10
φ(ti+，t4） － 0.55 1.25 1.75
φ(ti+，t5） － 0.70 1.35
φ(ti+，t6） － 0.95
Ec(ti) GPa 25 26.25 28 29 29.6 29.9 30.25
εsh(ti) ×10
-6 0 100 200 300 400 500 600
Δφ(t0） － 0.00 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50
Δφ(t1） － 0.30 0.50 0.45 0.50 0.50 0.50
Δφ(t2） － 0.40 0.50 0.55 0.55 0.50
Δφ(t3） － 0.45 0.55 0.60 0.50
Δφ(t4） － 0.55 0.70 0.50
Δφ(t5） － 0.70 0.65
Δφ(t6） － 0.95
Δεsh ×10
-6 0 100 100 100 100 100 100
ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋 ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋
1 1 -9.58 -76.6 -9.579 -76.6
2 10 -8.60 -125 -8.605 -125.3
3 25 -7.70 -171 -7.695 -170.8
4 50 -6.83 -214 -6.833 -213.9
5 100 -6.04 -253 -6.043 -253.4
6 250 -5.33 -289 -5.331 -289.0
7 10000 -4.65 -323 -4.653 -322.9
ステップ
ti+－t0
(日)
文献 本解析
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図-3.5 コンクリート応力度の比較 
 
 
(2) 材齢修正有効ヤング係数法の検証 
前述したように，ゼロから始まり終点で     の大きさになる経時応力に
ついては，材齢係数 を用いて，式(3.8)で表される． 
 
(3.8) 
  
本解析では，材齢係数を常に0.5として考慮している．これは，経時応力がクリ
ープ係数の一次関数であるとした場合に相当し，言い換えれば，当初応力と最終
応力の差の平均応力が一定の値で作用するものとした場合であり，現行の道路橋
示方書で採用されている考え方である．本解析では，ステップ分割の粗密による
影響を改善するために逐次積分を組み合わせており，材齢係数を0.5とした場合で
も十分な精度が得られる．ここでは，文献2)の例題2.4(pp.43-46)を用いて材齢係数
の影響と逐次積分の収束性を検証する． 
同例題は，図-3.6に示す鋼げたとポストテンション方式のコンクリート床版か
らなる単純合成げたであり，プレストレス(P=4500kN)導入後，床版と鋼げたが一
体となり，鋼げたを支持していた支保工が撤去される（M=2800kNm）と仮定して
いる．なお，導入時に鋼げたの拘束はないものとしている． 
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図-3.6 合成げたモデル 
 
表-3.3および図-3.7～3.9に解析結果を示す．文献では，クリープ係数2.5に対
して，材齢係数を0.75としている．同一条件(Case1)ではコンクリート，鉄筋，Ｐ
Ｃ鋼材，鋼げたとも良く一致しており，材齢修正ヤング係数法としても本解析が
妥当であることが確認できる．Case2以降は，材齢係数を0.5として逐次積分を行
ったものである．積分回数nを1～256回まで変化させている． 
 
表-3.3 解析結果             
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.7～3.9 によれば，積分回数 4 回程度(Case4)で解析結果が一定値に収束す
ることがわかる．表-3.3 に Case1 と Case4 の比較を括弧書きで示したが，材齢係
数を 0.75 として材齢修正ヤング係数法によった場合(Case1)と材齢係数を 0.5 とし
て逐次積分によった場合（Case4）の差は，5％程度であり，実用上は問題ないも
のと判断できる． 
 
 
Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case6
χ 0.75 0.75 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
n 1 1 1 2 4 16 256
2.15 2.15 2.28 2.26 2.25 2.25 2.25
(1.000) (1.048)
1.71 1.71 1.78 1.79 1.79 1.79 1.79
(1.000) (1.047)
-109.01 -109.03 -115.58 -115.18 -115.09 -115.06 -115.05
(1.000) (1.056)
-199.01 -198.38 -204.93 -204.53 -204.43 -204.40 -204.40
(1.000) (1.031)
-101.14 -101.17 -107.24 -106.87 -106.78 -106.76 -106.75
(1.000) (1.056)
20.39 20.40 21.64 21.55 21.53 21.53 21.52
(1.000) (1.055)
上縁
鋼　げ　た
下縁
材齢係数
積分回数
上縁
下縁
鉄　筋 図心
PC鋼材
床版
図心
文献*1
本　　解　　析
コンクリート
6000
22
0
17
00
60
0
鉄筋
Ans=8000mm
2
鋼げた図心
As=39000mm
2
Is=0.015m
4
PC鋼材　Aps=3900mm
2
コンクリート
Ac=1.3081m
2
Ic=0.005324m
4
Ec=30GPa
P=4500kN
M=2800kNm
Es=Ens=Eps=200GPa
φ=2.5
χ=0.75
εcs=-350×10
-6
Δσpr=-90MPa
（単位：MPa） 
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図-3.7 逐次積分の収束性（コンクリート応力度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.8 逐次積分の収束性（鋼げた応力度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.9 逐次積分の収束性（鉄筋，PC 鋼材応力度） 
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3.3.2 計算例１ 『プレビーム門型ラーメン橋(Whitney則)』 
(1)計算条件 
 合成構造の一例として，鋼げたの曲げ剛性を利用して下フランジコンクリート
にプレストレスを導入するプレビーム合成げたをラーメン構造に適用したモデル
を考える．主げたの支間長は40mとし，図-3.10，表-3.4に断面構成を示す．柱の
高さは10mとし，断面積8.730×10-2m2，断面二次モーメント2.067×10-2m4の鋼製
である．解析の基準とするヤング係数は，鋼部材の210GPaとする．コンクリート
部材はヤング係数比を床版コンクリート7.0（  =30MPa），下フランジコンクリ
ート6.4（  =50MPa）とし，解析を通じて一定とする．図-3.11に完成系の骨組
み図を示す．完成系の断面構成での換算断面図心軸（基準軸とする）と柱天端の
間を剛部材で結んでいる． 
 本計算例では，図心ずれおよびクリープ等の固定端断面力の扱い方による違い
を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.10 主げた断面構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.11 基準骨組み図 
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図-3.12 施工ステップ 
＜架設系＞
12m 12m
（プレフレクション）
（リリース＋けた自重）
（けた自重解放）
クリープ①
Step1
Step２
＜断面力抵抗断面＞
Step3
＜完成系＞
（けた架設）
Step4
（床版打設）
Step5
クリープ②
（橋面荷重）
Step6
（活荷重）
Step7
クリープ③
Pf Pf
Pf = 830kN
Pf Pf
wg
wg = 14.896kN/m
wg
wg
ws
ws = 14.027kN/m
wk
wk = 2.534kN/m
wp1wp2
10m
wp1 ＝ 13.848kN/m
wp2 = 4.847kN/m
                  表-3.4 主げた断面構成 
A (m2) I (m4) y G(mm) y U(mm) y L(mm)
① 床版 4.080×10-1 3.957×10-3 1249 151 229
② 鋼げた 6.965×10-2 1.814×10-2 643 607 543
③ 下ﾌﾗﾝｼﾞｺﾝｸﾘｰﾄ 2.100×10
-1 1.772×10-3 154 146 154
②＋③*1
リリース
床版打設 1.025×10
-1 2.377×10-2 487 763 487
①＋②＋③*2
橋面荷重
活荷重 1.607×10
-1 4.592×10-2 763 637 763
ここで，y G；　けた下縁から図心までの距離 *1；Step2～5に相当
　　　y U，y L；　図心から上下縁までの距離 *2；Step6～7に相当
主げた
各要素
合成断面
  61 
  
 
 
 
 
 
 
図-3.13 Step5の骨組みのモデル化 
 
 
図-3.12に施工ステップを示す．施工ステップは，大別して，単純支持構造の
架設系とラーメン支持構造の完成系からなる．なお，完成系において，柱部材の
自重は考慮していない． 
架設系のうち，Step1～2は，主げたにプレストレスを導入する工程であり，け
た架設までの期間分の下フランジコンクリートのクリープ・収縮の進行(ああああ，
あああああ  ) を考慮する．また，完成系では，Step4において，けた架設から床
版打設までの期間分の下フランジコンクリートのクリープ・収縮の進行(ああああ，
ああああああ)，さらにStep6において，橋面工施工以降の下フランジコンクリー
トのクリープ・収縮の進行(あああああ，あああ   ああ)および床版コンクリート
のクリープ・収縮の進行(ああああ あ，ああああああ)を考慮する．ここで，クリ
ープは簡易的にWhitney則に従うものとするが，クリープの進行量に応じて積分回
数をそれぞれ2回，1回，6回とする． 
主げたの断面力抵抗断面は，Step1において，鋼げた単体であるが，プレフレク
ション荷重をリリースするStep2以降では，下フランジコンクリートを合成した断
面となり，さらにStep6以降では，床版を合成した断面となる． 
 
(2)図心ずれの影響 
 従来の解析(以下，従来法と呼ぶ)では，主げた断面の図心軸の変化に関わらず，
完成系の骨組みを，先に図-3.11で示した一定のもので代表させている． 
本解析では，図心軸の変化を忠実に評価し，例えば，Step5については図-3.13
に示す骨組みと等価な結果を求めるため，基準軸と着目ステップでの図心軸との
偏心量（以下，オフセット量と呼ぶ）を考慮する．すなわち，本解析では，図-3.11
の基準骨組みに対して，Step4～5ではオフセット量276mmを，Step6～7ではオフ
セット量0mmを考慮する．ただし，断面力や変形などの解析結果は，すべて基準
軸上の値となる．Step5での床版打設荷重によるスパン中央の主げた断面力と応力
度を表-3.5に示す．従来法に比べて，本計算例では約2％の増加が認められるが，
実用計算上は問題となる大きさではない． 
主げた部材48
7
10
00
0
40000
76
3
63
7
48
7
76
3
27
6
基準軸 図心軸
剛部材
(単位：mm) 
4.01 =∆ Lφ
µε 401 −=∆ csL
3.02 =∆ Lφ
µε 302 −=∆ csL
3.13 =∆ Lφ µε 1303 −=∆ csL
0.23 =∆ Uφ µε 2003 −=∆ csU
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表-3.5 主げた中央断面の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本計算例により，図心ずれは，断面構成が完成しない施工途上において影響が
あることがわかる．図-3.14にStep6のクリープや収縮の影響を解析する際の基準
軸と材齢修正換算断面の図心軸との図心ずれ量を示す．今回は積分回数を6回とし
ており，図心ずれ量は14mmと小さいが，積分回数を1回とした場合には53mmと
大きくなる．  を大きく設定する場合や積分ピッチを粗くする場合など，式
(3.15)に示す材齢修正有効ヤング係数を小さく評価する場合には図心のずれ量が
大きくなる場合がある． 
 図-3.15にスパン中央の主げた応力度の経時変化を示す．なお，鋼げた応力度
は表示の都合上，係数0.1を乗じた．本解析により，施工段階を踏む複合構造の経
時挙動を忠実に評価できることがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.14 積分ピッチと図心ずれ 
 
φχ∆
6 回 1 回
ｸﾘｰﾌﾟ係数 0.33   2.00   
ﾔﾝｸﾞ係数比 8.17   14.00   
ｸﾘｰﾌﾟ係数 0.22   1.30   
ﾔﾝｸﾞ係数比 7.09   10.56   
749   710   
床版
ｺﾝｸﾘｰﾄ
下ﾌﾗﾝｼﾞ
ｺﾝｸﾘｰﾄ
積分回数
図心までの距離(mm)
基準軸 図心軸
76
3
63
7 5314
71
0
74
9
積分ピッチ　 （密）　　（粗）
本解析A*1 本解析B*2 従来法*3
26.95
(1.000)
-233.77 -233.77 -229.32
(1.019) (1.000)
1085.96 1150.58 1136.33
(1.013) (1.000)
上縁 -38.7      
下縁 16.2      
上縁 1.0      
下縁 3.3      
　　*1；　本解析による基準軸上の結果
　　*2；　本解析の結果を図心軸上に変換した結果
　　　　　　　1085.96＋233.77×0.276＝1150.58
　　*3；　従来法として，文献12)の結果
27.53
たわみ mm (1.022)
MPa
-39.2                  
16.4                  
1.1                  
3.3                  
ｋN
ｋNm
軸力
曲げﾓｰﾒﾝﾄ
鋼げた
下ﾌﾗﾝｼﾞ
ｺﾝｸﾘｰﾄ
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(3)クリープ・収縮の固定端断面力の影響 
 本解析では，固定端断面力を部材内のひずみ分布が放物線分布するものと仮定
し計算しているが，一般に，合成断面の影響を考慮する場合には直線分布として
いる場合が多い．図-3.12に示す施工ステップにおいて，クリープと収縮の進行
を最後にまとめた例(ああああああああ，ああああああああああ)に対して，放物
線分布と直線分布の違い，および部材分割数の違いによる影響を比較し，表-3.6
に示す．放物線分布とした場合，主げたの分割数による変動は，たわみを除けば，
約3%程度であり，収束性に優れていることがわかる． 
 
表-3.6 固定端断面力の比較 
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図-3.15 主げた中央断面の応力度 
放物線A*1 直線A*1 放物線B*2 直線B*2
-4.92 -4.42 -5.87 -5.57
(0.838) (0.753) (1.000) (0.949)
231.92 194.55 224.87 222.54
(1.031) (0.865) (1.000) (0.990)
1377.26 1140.39 1331.64 1316.84
(1.034) (0.856) (1.000) (0.989)
上縁 0.8    1.0    0.8    0.8    
下縁 0.4    0.6    0.5    0.5    
上縁 -42.0    -38.1    -41.2    -41.0    
下縁 -47.6    -52.9    -48.6    -48.9    
上縁 8.6    8.4    8.5    8.5    
下縁 21.3    20.9    21.2    21.2    
　　　*1；　主げたを2分割（2＠20m=40m）した場合
　　　*2；　主げたを8分割（8＠5m=40m）した場合
床版
たわみ mm
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ｋN
ｋNm
軸力
曲げﾓｰﾒﾝﾄ
鋼げた
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0.233 =∆=∆ UL φφ µεε 20033 −=∆=∆ csUcsL
(単位：MPa) 
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3.3.3 計算例２ 『基礎クリープ試験との比較』 
(1)計算条件 
圧縮鋼板を有するプレストレストコンクリートげたの基礎クリープ試験におけ
る経時計測結果7)～9)と本解析の結果を比較する．本試験は，圧縮鋼板による拘束
効果を把握するとともに，応力転移の状況を本解析でシミュレーションできるこ
とを確認するために実施した． 
供試体形状を図-3.16に示すが，①材齢2日で脱枠し，材齢3日で2点支持とした
後，②材齢7日で下縁側のＰＣ鋼棒を緊張(250kN)およびグラウト注入，さらに③
材齢14日で上縁側のアンボンドＰＣ鋼棒を緊張 (250kN)後，恒温恒湿室 (20℃，
70％)へ移動している． 
後載荷荷重として配置・緊張したアンボンドＰＣ鋼棒は，一定値となるように
調整した．コンクリートは，設計基準強度50MPa，水セメント比34.6％，単位水
量168kg/m3，単位セメント量486kg/m3である．解析に用いるクリープ係数と収縮
ひずみは，コンクリート標準示方書[構造性能照査編]10) （以下，標準示方書と呼
ぶ）の55MPa以下の普通コンクリートを対象にした解説式をもとにした． 
文献7)では，クリープがWhitney則に従うものとして解析を行ったが，ここでは，
図-3.17に示す8本のクリープ曲線を用いて，step-by-step法で重ね合わせを行った．
収縮ひずみを図-3.18に示す．また，ＰＣ鋼棒のリラクセーションは，標準示方
書の解説図および文献11)より求めた（図-3.19）．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.16 供試体形状図 
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図-3.17 クリープ係数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.18 収縮ひずみ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.19 低減リラクセーション率 
 
 本計算例では，解析値と実測値との比較，拘束鋼材の効果およびクリープ曲線
の扱い方による違いを示す． 
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(2)解析値と実測値の比較 
圧縮鋼板を有する供試体(PC-HC)について，上下縁鉄筋，圧縮鋼板およびＰＣ
鋼棒のひずみの解析値を，材齢200日までの実測値とともに図-3.20と図-3.21に
示す．解析値は実測値をよくトレースしており，本解析法を用いることで，応力
転移を精度良く評価できることがわかる．また，ＰＣ鋼棒に着目して，Whitney
則による場合とstep-by-step法による場合の解析値の比較を図-3.22に示す．後者の
方が比較的実測値に近いことがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.20 ひずみの経時分布Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.21 ひずみの経時分布Ｂ 
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図-3.22 ひずみの経時分布Ｃ 
 
 
(3)拘束鋼材の効果  
材齢14日に上縁側のアンボンドＰＣ鋼棒を緊張した直後と材齢1000日における
両供試体の解析結果を表-3.7に示す．圧縮鋼板を有するPC-HCは，クリープと収
縮の進行とともに，上縁側に配置した圧縮鋼板の圧縮応力度が増加する一方で，
上縁コンクリートの圧縮応力度が減少する．圧縮側に配置した鋼板がコンクリー
トの圧縮応力度を経時的にも改善することがわかる． 
同様に，拘束鋼材の影響をコンクリート上縁ひずみの内訳から検討する．材齢
1000日における両供試体の解析結果を図-3.23と図-3.24に示す． 
 
 
表-3.7 拘束鋼材の影響比較 
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図-3.23 ひずみの内訳 PC-HC 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.24 ひずみの内訳 PC-NC 
 
 
ここで，①は自重とプレストレスによる弾性ひずみ，②および③はクリープあ
るいは収縮ひずみに起因する弾性ひずみ，④および⑤はこれら弾性ひずみにとも
なう自由クリープひずみで，⑤は収縮に伴うクリープ，⑥は自由収縮ひずみ，⑦
は全ひずみ（合計）である． ④，⑤，⑥は，式(3.16)で示した自由塑性ひずみ 
   に相当する．圧縮鋼板を有するPC-HCは，応力転移により引張りひずみが
発生し（②＋③），④，⑤で表される自由クリープひずみの合計が約43%に減少
すること，結果として全ひずみが約63%に低減されることがわかる． 
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(4)クリープ曲線の影響 
最後に，クリープ曲線の扱い方による比較を表-3.8，表-3.9に示す．ここまで
に示した結果は，図-3.17に示す8本のクリープ曲線を用いて遅れ弾性ひずみの影
響を考慮している．ここでは，PC-HCについて，Whitney則を適用して初期載荷時
に対する1本のクリープ曲線を用いる場合と比較する．表-3.8は後載荷荷重とし
て配置した上縁側のアンボンドＰＣ鋼棒を前述のとおり材齢14日に緊張した場合，
表-3.9は緊張時期を遅らせ，材齢200日に緊張した場合を示す． 
Whitney則を用いる場合，後載荷材齢14日の条件では圧縮鋼板の応力度を約3%
程度大きく評価するが，安全側であるため実用上問題ないと考えられる．一方，
後載荷材齢200日の条件では圧縮鋼板の応力度が10％以上も小さくなり，コンクリ
ートへの応力転移が評価できていない． 
 
表-3.8 クリープ曲線による比較(後載荷材齢14日) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-3.9 クリープ曲線による比較(後載荷材齢200日) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
t=14 t=1000 t=14 t=1000
上縁 -7.6 -1.8 -7.6 -1.5 
下縁 -8.6 -6.7 -8.8 -6.6 
上縁 -76.3 -146.2 -76.3 -150.7 
下縁 -99.7 -200.8 -94.6 -208.0 
-78.7 -151.8 -78.1 -156.6 
(1.000) (1.032) 
ＰＣ鋼棒 図心 520.0 427.9 523.6 421.7 
重ね合わせ Whitney則
ｺﾝｸﾘｰﾄ
鉄筋
MPa
圧縮鋼板 図心
t=200 t=1000 t=200 t=1000
上縁 -5.1 -2.4 -5.1 -4.0 
下縁 -6.4 -6.6 -6.5 -6.1 
上縁 -106.7 -139.2 -106.9 -120.2 
下縁 -180.3 -199.3 -184.8 -203.5 
-114.2 -145.4 -114.9 -128.7 
(1.000) (0.885) 
ＰＣ鋼棒 図心 452.5 430.5 448.9 432.1 
重ね合わせ Whitney則
ｺﾝｸﾘｰﾄ
MPa
鉄筋
圧縮鋼板 図心
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3.3.4 計算例３ 『オフセット部材の検証』 
(1)オフセット部材の座標変換 
 変位法による構造解析では，一般に図心軸に関して力の釣り合いとひずみの適
合条件を考慮した計算が行われている．時間依存性解析では，施工段階あるいは
コンクリートの経時的挙動により断面の図心軸が変動するため，その都度，軸線
データを補正することは困難である．そこで，本研究では，基準軸上に軸線デー
タを作成し，計算の都度，変動する図心軸から基準軸への座標変換を行うことに
より，図心ずれの影響を考慮している．ここでは，まず基準軸と図心軸との離れ，
すなわちオフセット量を考慮した場合の基準軸から図心軸への座標変換の概要を
説明し，次に具体的な事例を紹介する． 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.3 基準軸と図心軸の関係 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.25 材料力学上の材端力と変位 
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右手系 12),13)で表される平面骨組み要素の基準軸およびオフセット量 の図心
軸での材端力と材端変位の関係を図-3.3 に示す．これらは，部材座標系での関係
であり，それぞれ，図示された方向が正となる．ここで，添え字 は図心軸を示
す．また，一般に，断面力と節点変位の符号は，図-3.25 で表される．ここで，
冠字 は全体座標系であること，添え字 は図-3.25 で表される一般的な符号で
あることを意味する．なお，解析結果はこの符号で出力される． 
 
a)けた部材 
部材座標系と全体座標系が一致する水平なけた部材の場合，材端変位は全体座
標系での節点変位と一致し，図心軸と基準軸の変位の関係は，図-3.3 より， 
 
(3.41) 
              ，                 (3.42) 
 
ここで，式(3.42)の冠字 は全体座標系であることを意味する． 
図-3.25 を参照して，符号を変換すると， 
 
(3.43) 
 
 
 
(3.44) 
 
よって， 
 
(3.45) 
 
 
また，同様にして，右手系での材端力の変換は， 
 
(3.46) 
 
 
図-3.25 を参照して，一般的な材料力学上の符号に変換すると， 
 
(3.47) 
，              (3.48) 
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(3.49) 
，              (3.50) 
 
よって， 
 
(3.51) 
，              (3.52) 
 
b)柱部材 
部材座標系が全体座標系から 90°回転した鉛直な柱部材の場合，材端変位と全
体座標系での節点変位は，式(3.53)の関係となる． 
 
 (3.53) 
 
 
前述した式(3.41)は， 
 
(3.54) 
 
 よって，符号を変えると， 
 
(3.55) 
 
 
なお，断面力については，常に部材座標系での表現であるから式(3.51),(3.52)
で表せる．  
 
(2)事例１ けた 1 段オフセット（CASE1） 
 事例としては，図-3.26 に示すスパン 33m，柱高さ 10m の門型ラーメンのけた
に等分布荷重が載荷されるモデルを考える．諸元は，文献 4)の例題 5.3 を参考と
した．柱天端からけた図心軸までの距離は，1.361+0.250=1.611m であり，図心軸
モデルはこの距離を忠実にモデル化している．一方，基準軸モデルはこの距離を
1.361m とし，図心軸までの離れとして-0.25m のオフセット量（上方へ）を設定し
ている．両モデルの解析結果を比較すると，b 点では変位，断面力とも一致する
が，c 点では変位，断面力とも一致しない（実際には変位は一致する）．これは，
基準軸モデルが基準軸上での結果を算出するためである． 
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(a)図心軸モデル 
 
 
 
 
 
 
(b)基準軸モデル 
図-3.26 CASE1 諸条件 
  
 表-3.10 に着目点 a,b,c での変位を示す．オフセットによる変位変換は式(3.45)
に示したように，「オフセット量×回転角」としており，断面内の平面保持を前提
としている．したがって，図-3.27 に示すように同一断面内にある着目点 a,b 間に
剛部材を設置した図心軸モデルと同じ結果を算出することになる．また，オフセ
ット部材は剛部材がなくてもラーメン隅角部の直角度が確保できることがわかる． 
 
表-3.10 変位の比較(CASE1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.27 オフセットによる変位変換(CASE1)  
剛部材 図心軸
Ec=30GPa
A=1.58m2
I=0.42335m4
13
61
10
00
0
33000
40kN/m
ca
b
25
0
Es=200GPa
A=0.03m2
I=0.012m4
基準軸
オフセット-0.25m
13
61
10
00
0
33000
40kN/m
cb
25
0
-0.088
1.
25
0
1.
25
0
0.457
2.178×10-3rad
b
a a点の水平変位は，
0.457+(-250)×2.178×10-3=-0.088mm
剛部材
基準軸
図心軸
(単位：mm，×10-3rad)
水平 鉛直 回転 水平 鉛直 回転
a -0.088     1.250     2.178     － － － －
b 0.457     1.250     2.178     0.457     1.250     2.178     一致*1
c 0.000     28.941     0.000     0.000     28.941     0.000     一致
    *1)  基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると，0.457+(-250)×2.178×10-3=-0.088mm　となり，
　図心軸モデルのa点と一致する．
基準軸モデル
備考着目点
図心軸モデル
  74 
 同様にして，表-3.11 に着目点 b,c での断面力を示した．基準軸モデルでは軸力
作用位置がオフセット分だけずれるため，相当する偏心曲げモーメント分だけ c
点の曲げモーメントが変動することになる． 
 
表-3.11 断面力の比較(CASE1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.28 オフセットによる断面力変換(CASE1) 
 
(3)事例２ けた 2 段オフセット（CASE2） 
 次に，変断面形状のけたを想定し，CASE1 のけた部を 2 段階にオフセットした
場合を検討する(図-3.29)．通常の図心軸モデルでは剛部材を 2 ヶ所にはさむモ
デル化が必要になるが，基準軸モデルでは骨組みは直線のままで，各部でオフセ
ット量を変えることにより同様なモデル化が可能となる．表-3.12，3.13 に結果
の比較を示す． 
同様にして，オフセットを考慮しているけたの結果については，水平変位と曲
げモーメントに関してオフセット分の補正をすれば，図心軸モデルと同じ結果と
なることがわかる． 
表-3.12 変位の比較(CASE2) 
 
 
 
 
 
 
 
13
61
10
00
0
25
0
a
b点一致
図心軸
基準軸
c
c点
オフセット分
ずれる
(単位：kN，kNm)
N S M N S M
b（柱） -660.000    -251.904    1890.936    -660.000    -251.904    1890.937    一致
a（けた） -251.904    660.000    -1953.911    -251.904    660.000    -1890.937    *1
c（けた） -251.904    0.000    3491.088    -251.904    0.000    3554.063    *2
    *1)  基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると，-1890.937-(-0.250)×(-251.904)=-1953.913kNm
    *2)  基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると，3554.063-(-0.250)×(-251.904)=3491.088kNm
着目点
図心軸モデル 基準軸モデル
備考
(単位：mm，×10-3rad)
水平 鉛直 回転 水平 鉛直 回転
a 0.393    1.250    2.125    － － － －
b 0.924    1.250    2.125    0.924    1.250    2.125    一致
c -0.044    19.784    1.926    － － － －
d 0.437    19.784    1.926    0.919    19.784    1.926    *1
e 0.000    28.336    0.000    0.000    28.336    0.000    一致
　*1)　基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると,0.919+(-250)×1.926×10-3=0.437mm
基準軸モデル
備考着目点
図心軸モデル
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(a)図心軸モデル 
 
 
 
 
 
 
 
(b)基準軸モデル 
図-3.29 CASE2 諸条件 
 
表-3.13 断面力の比較(CASE2) 
 
 
 
 
 
 
 
(4)事例３ けた 1 段，柱 1 段オフセット（CASE3） 
最後に， CASE1 の柱部材もオフセットした場合を検討する(図-3.30)．式(3.55)
で示したように柱部材は鉛直変位に変換の影響が生じることに注目する．表
-3.14，3.15，3.16 に結果の比較を示す． 
同様にして，オフセットを考慮しているけたの結果については，水平変位と曲
げモーメントに関して，またオフセットを考慮している柱の結果については，鉛
直変位と曲げモーメントに関してオフセット分の補正をすれば，図心軸モデルと
同じ結果となることがわかる．さらに，柱部材にオフセットを考慮した場合には
支点反力も影響を受けることがわかる． 
 
剛部材 図心軸
Ec=30GPa
A=1.58m2
I=0.42335m4
13
61
10
00
0
33000
40kN/m
e
a
b
25
0
Es=200GPa
A=0.03m2
I=0.012m4
剛部材
25
0
c
d
13
61
10
00
0
33000
40kN/m
eb d
オフセット-0.50m -0.25m-0.25m
基準軸
(単位：kN，kNm)
N S M N S M
b（柱） -660.000   -255.218   1898.662   -660.000   -255.217   1898.656   一致
e（けた） -255.218   0.000   3418.729   -255.217   0.000   3546.344   *1
    *1)  基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると，3546.344-(-0.500)×(-255.217)=3418.736kNm
着目点
図心軸モデル 基準軸モデル
備考
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(a)図心軸モデル 
 
 
 
 
 
 
 
(b)基準軸モデル 
図-3.30 CASE3 諸条件 
 
表-3.14 変位の比較(CASE3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-3.15 断面力の比較(CASE3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準軸
オフセット-0.25m
13
61
10
00
0
32000
40kN/m
ｆb
基準軸
オフセット0.50m
基準軸
オフセット-0.50m
c
(単位：mm，×10-3rad)
水平 鉛直 回転 水平 鉛直 回転
a -0.086    1.250    2.210    － － － －
b 0.466    1.250    2.210    0.466    2.355    2.210    *1,3
c 2.779    1.100    1.220    2.779    1.710    1.220    *2
e -0.086    2.355    2.210    － － － *3
ｆ 0.000    28.639    0.000    0.000    28.638    0.000    一致
　*1)　基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると ,2.355-500×2.210×10-3=1.250mm
　*2)　基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると ,1.710-500×1.220×10-3=1.100mm
　*3)　基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると ,0.466+(-250)×2.210×10-3=-0.086mm
基準軸モデル
備考着目点
図心軸モデル
(単位：kN，kNm)
N S M N S M
b（柱） -660.000   -255.761   1919.795   -660.000   -255.763   1589.809   *1
d（柱） -660.000   -255.761   -985.907   -660.000   -255.763   -1315.914   *2
e（けた） -255.761   640.000   -1658.736   -255.763   640.000   -1594.809   *3
f（けた） -255.761   0.000   3461.264   -255.763   0.000   3525.191   *4
    *1)  基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると，1589.809-0.500×(-660.000)=1919.809kNm
    *2)  基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると，-1315.914-0.500×(-660.000)=-985.914kNm
    *3)  基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると，-1594.809-(-0.250)×(-255.763)=-1658.750kNm
    *4)  基準軸モデルの結果を図心軸に変換すると，3525.191-(-0.250)×(-255.763)=3461.250kNm
着目点
図心軸モデル 基準軸モデル
備考
剛部材 図心軸
Ec=30GPa
A=1.58m2
I=0.42335m4
13
61
10
00
0
33000
40kN/m
ｆa
b
25
0
Es=200GPa
A=0.03m2
I=0.012m4
500
c
e
d
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表-3.16 反力の比較(CASE3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(単位：kN，kNm)
Rx Ry Rm Rx Ry Rm
d 255.761   660.000   985.907   255.763   660.000   1315.914   
着目点
図心軸モデル 基準軸モデル
備考
  78 
3.4 まとめ  
 
本章では，本研究で提案する解析法の定式化を行うとともに，簡単な例題によ
り計算の妥当性を検証した． 
 
(1) 既往例題を用いて本解析を検証した結果，step-by-step法および有効材齢ヤング
係数法ともよく一致しており，本解析の基本的な機能の妥当性を確認できた．ま
た，逐次積分を組み合わせることにより，材齢係数の設定やステップ分割の粗密
の影響を改善できることがわかった． 
 
(2) 本解析では図心ずれを座標変換として表現しているが，計算例より妥当性を
確認できた． 
 
(3) 従来法では，架設途上やコンクリートの経時挙動による断面図心の変動の影
響を考慮することは困難であった．本研究では，解析を通じて常に一定の軸線上
の骨組みを基準として考え，この基準軸と実際の図心軸との離れを解析の中で座
標変換することにより，図心軸の変動を計算の都度考慮した解析を行なう．今回
示した計算例では，図心ずれを無視する誤差は約2％程度であり，実用計算上は問
題となる大きさではなかったが，本解析によれば，図心ずれの影響が生じる施工
段階を踏む複合構造の経時変化を忠実に評価できることがわかった． 
 
(4) 複合構造のクリープや収縮を表す固定端断面力は，一般に部材内のひずみ分
布が直線変化するものとして計算されている．本研究では，部材内のひずみが放
物線分布すると仮定し，部材両端と中央点の完全拘束力から計算する．今回示し
た計算例では，支間8分割の放物線分布の結果を基本とした場合，2分割の直線分
布の結果は約15％程度と比較的大きな誤差が生じるのに対して，2分割の放物線分
布の結果は誤差が約3％程度と小さくなり，部材分割が大きい場合でも精度が確保
できることがわかった．  
 
(5) 現状の設計では初期載荷時のクリープ曲線を考慮する，いわゆるWhitney則が
頻繁に使われている．また，現行の道路橋示方書14)では未だに遅れ弾性ひずみと
フローひずみとの合計で表されたMC78式が解説されている．一方，標準示方書
に阪田15)の国産実験式が採用され，高強度コンクリートまでその適用範囲を広げ，
遅れ弾性ひずみの表現がMC90式と同様になくなっている．そこで，本研究では，
クリープはその予測式の形態に影響を受けない重ね合わせによる方法とした．
step-by-step法による重ね合わせとWhitney則を比較した計算例において，後載荷材
齢14日の条件では後者の応力転移が約3％程度大きく評価されるが，安全側の結果
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となるため，本計算例のように比較的若い材齢だけに荷重が載荷される場合には，
Whitney則が適用可能であることがわかった．一方，後載荷材齢200日の条件では
後者の応力転移が10％以上小さく評価されるため，Whitney則の適用に課題がある
ことがわかった． 
 
(6) 圧縮鋼板を有するプレストレストコンクリートげたの基礎クリープ試験結果
との比較では，本解析値が実測値をよくトレースしており，複合構造の応力転移
を精度良く評価できることがわかった． 
また，部材の圧縮域に配置した圧縮鋼板が経時的にもコンクリートの圧縮応力度
を改善することがわかった． 
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第４章 時間依存性解析の適用 
 
 
4.1 概 要 
  
 本章では，本解析を実物件レベルの事例に適用し，そこから得られる構造物の
時間依存性挙動について考察する．ここで扱う事例は，前述したプレビーム合成
げた橋と圧縮鋼材を有するＰＣげたである．  
プレビーム合成げたについては，まず鋼合成げた橋の現行設計法とこれに準拠
した本解析の計算結果との比較，すなわち，クリープと収縮を別々に捉え，収縮
の検討時にはクリープ係数を 2 倍とする設計法による比較を行なう．次に，ＰＣ
橋の設計で一般に行なわれているクリープと収縮を同時に扱う手法に準拠すべく，
本解析で step-by-step 法を用いた場合の検討を行なう．この手法によれば，鋼橋と
ＰＣ橋の枠にとらわれない共通の時間依存性解析ができることになる． 
また，圧縮鋼材を有するＰＣげたについては，補強鋼材量によってクリープ変
形挙動が大きく変動すること，ＰＣ部材の場合には従来からＲＣ部材に対して言
われている「圧縮鉄筋が長期たわみを低減する」性状が見られないことが確認で
きる． 
最後に，実物件に適用した事例としてＲＣラーメン高架橋のプレキャスト化を
紹介する．  
 
 
4.2 プレビーム合成げたの時間依存性挙動  
 
プレビーム合成げたは，従来の鋼げたとコンクリート床版からなる鋼合成げた
に比べて，下フランジコンクリートという断面要素が加わった，いわゆる二重合
成を期待する橋げたである．したがって，コンクリートが持つクリープや収縮と
いった時間依存性の特性を，二種類の断面要素に対してそれぞれ考慮する必要が
ある． 
同橋の設計においては，計算の簡易化を図るため，表-4.1 に示すように，下フ
ランジコンクリートと床版コンクリートを別々に扱うとともに，クリープと収縮
も個別に計算する手法を採っている．詳しくは第２章で説明しているが，クリー
プについては Sattler の解法を，収縮については有効ヤング係数法を採用し，断面
内の応力転移計算を行っている．  
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表-4.1 クリープと収縮の取扱い  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）STAGE 番号等は，第 2 章を参照のこと．  
 
 同橋の時間依存性解析については，文献 1),2)で検討されているが，改めて見直
すことにする．表-4.1 を見てわかるように，コンクリートの収縮とクリープは，
本来，コンクリートの硬化および持続荷重の載荷とともに始まり，長期にわたっ
て連続的に生じるものである．一方，設計業務では，打設時期や強度等の物性が
異なるコンクリートの収縮とクリープを同時に考慮することは非常に煩雑で困難
なことである．そこで，従来の鋼合成げたに採用されている Sattler の解法と有効
ヤング係数法が利用できるように，以下の仮定をすることで簡易化を図っている． 
 
[仮定 1] クリープと収縮を別々に扱う 
[仮定 2] 下フランジコンクリートの収縮は，床版コンクリート打設までに完了
する(STAGE5) 
[仮定 3] 床版コンクリートのクリープと収縮は，下フランジコンクリートのク
リープ終了前に完了する(STAGE8,9) 
[仮定 4] 下フランジコンクリートの最終クリープは，同コンクリートの収縮の
ほか，床版コンクリートのクリープと収縮による配分応力も持続応力
として考慮する（STAGE10） 
 
 以下,単純げたと連続げたの 2 種類の事例について，本解析法と現行設計法を比
較考察する． 
 
 
 
クリープ 収縮 クリープ 収縮 クリープ 収縮 クリープ 収縮
プレフレクション
下フランジ打設 始 始
リリース
（プレストレス導入） 始 始
架設
床版打設 始 終 始
橋面工 始 始
終 終
活荷重載荷 終 終 終 終 終
設計での仮定
下フランジコンクリート 床版コンクリート施工段階 下フランジコンクリート 床版コンクリート
実際の現象
STAGE 4
φ1=0.5
STAGE 10
φ1＝0.5～2.0
STAGE 5
εｓ＝200μ
φ2＝4.0
STAGE 9
φ1＝2.0
STAGE 8
εｓ＝200μ
φ2=4.0
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4.2.1 ＰＢ単純げた 
(1)検討条件 
 本事例は，橋長 41m，有効幅員 7.5m の道路橋(図-4.1)であり，検討対象とする
中げたの断面形状を図-4.2 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.1 橋りょう概要  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2 断面形状 
 
 
 施工ステップを図-4.3 に示す．解析の基準とするヤング係数は，鋼げた
(SM570H)の 210GPa とする．コンクリート部材はヤング係数比を床版コンクリー
ト 7.0（  =30MPa），下フランジコンクリート 6.4（  =50MPa）とする．ただ
し，床版打設以前の下フランジコンクリートについては，材齢を考慮してヤング
係数比 7.3 とする． 
520
1500
600600
　220
600
800
30
0
18
0
20
0
　
15
0
10
50
　
20
0
14
00
　
50
　
50
　13
下フランジ
コンクリート
鋼げた
床版
コンクリート
ckf ′ ckf ′
25
0
25
0
2%
600 7 500 600
8 700
600 6005 × 1 500 = 7 500
CL 舗装厚 t=80mm
1 
40
0
84 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.3 施工ステップ  
 
 
 本検討では，表-4.2 に示す検討ケースだけパラメータを変えた検討を行なって
いる．CASE-1～3 は，[仮定 2]の影響を確認するための検討ケースで，下フラン
ジコンクリートの収縮が，床版打設時までには終了せず残留するとした場合であ
る．CASE-2 は 150μ(75%)が残留，CASE-3 は 100μ(50%)が残留とした．さらに
CASE-4 は[仮定 1]ではなく，クリープと収縮が同時進行するものとした場合であ
り，step-by-step 法を用いた．想定した材齢と各係数の概要を図-4.4 に示す． 
ここで，CASE-4 のクリープ係数と収縮ひずみは，コンクリート標準示方書[構
造性能照査編]，ヤング係数は同[施工編]によった． 
クリープ①
＜断面力抵抗断面＞
クリープ②
（プレフレクション）
Step1
12m Pf 12mPf
Pf = 750kN
Pf Pf
（リリース＋けた自重）
Step2
(Step3)
wg
wg = 11.192kN/m
n1=7.3
Step5
(Step6)
(Step7)
(Step8) （橋面荷重）
wk
wk = 2.630kN/m
n2=6.4
n’=7.0
Step9
wp1wp2
10m
n’=7.0
n2=6.4（活荷重）
wp1 ＝ 13.584kN/m
wp2 = 4.755kN/m
n2=6.4
Step4
（床版打設）
ws =14.416kN/m
ws
Step10
（下フランジコンクリート開放）
n’=7.0
注) Step 番号は，表-4.2
の CASE1～3 での値を示
す．  
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表-4.2 検討ケース 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.4 CASE4 施工工程と収縮ひずみ・クリープの発現状況 
1日 ∞
1日 30日 ∞
橋面工
床
  
版
収
縮
ひ
ず
み
床
  
版
ク
リ
ー
プ
係
数 1.26
4.84
2.39
-154 -302
クリープ 収縮 クリープ 収縮 クリープ 収縮 クリープ 収縮
プレフレクション
下フランジ打設 始 始
リリース
（プレストレス導入） 始 始
架設
床版打設 終 始 始
橋面工 始 始
終 終 終 終 終
活荷重載荷 終 終
CASE2　現行設計の変更A
下フランジコンクリート 床版コンクリート施工段階 下フランジコンクリート 床版コンクリート
CASE1　現行設計の再現
εｓ＝50μ
φ2＝1.0φ1=0.5
φ1＝1.5
εｓ＝200μ
φ2＝4.0
φ1＝2.0
εｓ＝200μ
φ2=4.0
φ1=0.5
εｓ＝200μ
φ2=4.0
εｓ＝150μ
φ2＝3.0
φ1＝1.5
φ1＝2.0
クリープ 収縮 クリープ 収縮 クリープ 収縮 クリープ 収縮
プレフレクション
下フランジ打設 始 始
リリース
（プレストレス導入） 始 始
架設
床版打設 始 始
橋面工 始 始
終 終 終
活荷重載荷 終 終 終 終 終
施工段階
CASE3　現行設計の変更B CASE4　実際の現象(step-by-step)
下フランジコンクリート 床版コンクリート 下フランジコンクリート 床版コンクリート
φ1-2＝0.95
εｓ＝360μ
φ2＝4.96
εｓ＝302μ
φ2=4.84
φ1-1=1.29
φ1＝1.26
φ1＝1.5
εｓ＝100μ
φ2＝2.0
εｓ＝200μ
φ2=4.0
φ1=0.5
εｓ＝100μ
φ2＝2.0
φ1-3＝0.91
φ1＝2.0
1日 ∞
1日　　5日 50日 80日 ∞
        リリース 床版打設 橋面工
下
フ
ラ
ン
ジ
ク
リ
ー
プ
係
数
下
フ
ラ
ン
ジ
収
縮
ひ
ず
み
4.96
1.29
0.95
0.91
3.53
0.91
0.48
3.01
0.760.92
-75
-222 -258 -360
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図-4.4 算出時のバックデータは以下のとおりである．下フランジコンクリート
の配合は，50-18-20H，W/C＝36.0％，C=458kg/m3，W=165kg/m3，V/S＝110mm，
床版コンクリートの配合は，30-12-20N，W/C＝49.2％，C=338kg/m3，W=166kg/m3，
V/S＝140mm である．想定した各係数を図-4.5～図-4.7 に示す．  
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)下フランジコンクリート       (b)床版コンクリート 
図-4.5 圧縮強度・ヤング係数 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)下フランジコンクリート       (b)床版コンクリート 
図-4.6 クリープ係数  
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)下フランジコンクリート       (b)床版コンクリート 
図-4.7 収縮ひずみ 
 
(2)検討結果 
 スパン中央の応力度およびたわみの計算結果を表-4.3～表-4.9 に示す． 
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表-4.3 現行設計計算結果(スパン中央応力度) (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.4 CASE1 現行設計の再現 (スパン中央応力度) (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション -301 270 
リリース 290 -155 -10.6 -26.5 
桁自重 -72 39 2.6 6.6 
下フランジクリープ 2 -21 1.3 5.4 
3 下フランジ収縮 1 -9 1.6 1.5 
4 床　　版 -93 47 3.5 9.2 
5 橋　　面 -1.0 -0.4 -6 8 0.8 1.4 
6 床版収縮 1.1 1.4 -17 1 -0.3 0.4 
7 床版クリープ 0.6 0.1 -6 0 -0.1 0.2 
8 下フランジ最終クリープ 0.1 -0.1 0 -5 0.6 1.1 *
9 活荷重 -4.2 -1.7 -23 31 3.4 5.6 
10 下フランジ解放 -0.5 0.6 -1 23 
a プレフレクション時 -301 270 
b リリース時 -11 115 -10.6 -26.5 
c 床版打設直前 -80 124 -5.1 -13.0 
d 床版打設直後 -173 171 -1.6 -3.8 
e 全死荷重時 0.8 1.0 -202 175 -0.6 -0.7 *
f 活荷重時*1 -3.4 -0.7 -225 206 2.8 4.9 
g 活荷重時*2 -3.9 -0.1 -226 229 
h 収縮合計 1.1 1.4 -16 -8 1.3 1.9
i クリープ合計 0.7 0.0 -4 -26 1.8 6.7
j 収縮・クリープ合計 1.8 1.4 -20 -34 3.1 8.6
注）　引張（＋），圧縮（－）
2
床版コンクリート 鋼げた 下フランジコンクリートstep                   現行設計
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション -301 270 
リリース 290 -155 -10.6 -26.5 
桁自重 -72 39 2.6 6.6 
下フランジクリープ 2 -21 1.3 5.4 
3 下フランジ収縮 1 -8 1.3 1.3 
4 床　　版 -93 47 3.5 9.2 
5 橋　　面 -1.0 -0.4 -6 8 0.8 1.4 
6 床版収縮 1.1 1.2 -15 1 -0.3 0.4 
7 床版クリープ 0.6 0.1 -5 0 -0.1 0.2 
8 下フランジ最終クリープ 0.3 -0.4 0 -15 1.7 3.3 *
9 活荷重 -4.2 -1.7 -23 31 3.4 5.6 
10 下フランジ解放 -0.7 0.8 -1 32 
a プレフレクション時 -301 270 
b リリース時 -11 115 -10.6 -26.5 
c 床版打設直前 -80 125 -5.3 -13.2 
d 床版打設直後 -173 171 -1.8 -4.0 
e 全死荷重時 0.9 0.5 -199 166 0.3 1.2 *
f 活荷重時*1 -3.3 -1.2 -222 197 3.7 6.8 
g 活荷重時*2 -4.0 -0.4 -223 228 
h 収縮合計 1.1 1.2 -15 -7 1.0 1.7 *
i クリープ合計 0.9 -0.3 -3 -36 2.9 8.9 
j 収縮・クリープ合計 2.0 0.9 -18 -42 3.9 10.6 
2
床版コンクリート 鋼げた 下フランジコンクリートstep                      CASE1
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表-4.5 CASE2 現行設計の変更 A (スパン中央応力度) (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.6 CASE3 現行設計の変更 B (スパン中央応力度) (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション -301 270 
リリース 290 -155 -10.6 -26.5 
桁自重 -72 39 2.6 6.6 
下フランジクリープ 2 -21 1.3 5.4 
3 下フランジ収縮 0 -4 0.7 0.6 *
4 床　　版 -93 47 3.5 9.2 
5 橋　　面 -1.0 -0.4 -6 8 0.8 1.4 
6 下フランジ床版収縮 1.1 1.2 -15 -3 0.7 0.9 *
7 床版クリープ 0.6 0.1 -5 0 -0.1 0.2 
8 下フランジ最終クリープ 0.3 -0.4 0 -15 1.7 3.3 
9 活荷重 -4.2 -1.7 -23 31 3.4 5.6 
10 下フランジ解放 -0.7 0.8 -1 32 
a プレフレクション時 -301 270 
b リリース時 -11 115 -10.6 -26.5 
c 床版打設直前 -81 129 -6.0 -13.9 
d 床版打設直後 -173 176 -2.4 -4.7 
e 全死荷重時 0.9 0.5 -199 165 0.6 1.0 
f 活荷重時*1 -3.3 -1.2 -222 196 4.0 6.6 
g 活荷重時*2 -4.0 -0.4 -223 228 
h 収縮合計 1.1 1.2 -15 -7 1.3 1.5 *
i クリープ合計 0.9 -0.3 -3 -36 2.9 8.9 
j 収縮・クリープ合計 2.0 0.9 -18 -42 4.2 10.3 
2
床版コンクリート 鋼げた 下フランジコンクリートstep                      CASE2
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション -301 270 
リリース 290 -155 -10.6 -26.5 
桁自重 -72 39 2.6 6.6 
下フランジクリープ 2 -21 1.3 5.4 
3 下フランジ収縮 0 -6 1.0 0.9 *
4 床　　版 -93 47 3.5 9.2 
5 橋　　面 -1.0 -0.4 -6 8 0.8 1.4 
6 下フランジ床版収縮 1.1 1.2 -15 -1 0.2 0.5 *
7 床版クリープ 0.6 0.1 -5 0 -0.1 0.2 
8 下フランジ最終クリープ 0.3 -0.4 0 -15 1.7 3.3 
9 活荷重 -4.2 -1.7 -23 31 3.4 5.6 
10 下フランジ解放 -0.7 0.8 -1 32 
a プレフレクション時 -301 270 
b リリース時 -11 115 -10.6 -26.5 
c 床版打設直前 -80 126 -5.6 -13.6 
d 床版打設直後 -173 173 -2.1 -4.4 
e 全死荷重時 0.9 0.5 -199 166 0.5 1.0 
f 活荷重時*1 -3.3 -1.2 -222 197 3.9 6.6 
g 活荷重時*2 -4.0 -0.4 -223 228 
h 収縮合計 1.1 1.2 -15 -7 1.3 1.5 *
i クリープ合計 0.9 -0.3 -3 -36 2.9 8.9 
j 収縮・クリープ合計 2.0 0.9 -18 -42 4.2 10.3 
2
床版コンクリート 鋼げた 下フランジコンクリートstep                      CASE3
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表-4.7 CASE4 実際の現象(スパン中央応力度) (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.8 現行設計と CASE1～3 のたわみ   (単位:mm) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション -301 270 
2 下フランジ収縮 0 -4 0.8 0.7 *
リリース 289 -149 -10.9 -28.1 
桁自重 -72 37 2.7 7.0 
下フランジクリープ 3 -30 1.9 7.9 
下フランジ収縮 0 -6 1.0 1.0 *
4 床　　版 -92 44 3.7 10.2 
下フランジ床版クリープ 0.0 0.0 0 4 0.0 -1.3 
下フランジ床版収縮 0.6 0.7 -9 -1 0.1 0.4 *
橋　　面 -1.0 -0.4 -5 7 0.9 1.5 
下フランジ床版クリープ 0.5 0.0 -4 -2 0.0 0.6 
下フランジ床版収縮 0.3 0.2 -4 -3 0.5 0.5 *
7 活荷重 -4.4 -1.8 -21 28 3.7 6.1 
8 下フランジ解放 -0.7 0.8 -1 33 
a プレフレクション時 -301 270 
b リリース時 -11 116 -10.2 -27.4 
c 床版打設直前 -80 117 -4.6 -11.6 
d 床版打設直後 -172 161 -0.9 -1.4 
e 全死荷重時 0.4 0.5 -195 167 0.6 0.4 
f 活荷重時*1 -4.0 -1.3 -216 195 4.3 6.5 
g 活荷重時*2 -4.7 -0.5 -217 228 
h 収縮合計 1.0 0.9 -12 -14 2.3 2.6 *
i クリープ合計 0.5 0.0 -1 -28 1.9 7.2 
j 収縮・クリープ合計 1.4 0.9 -13 -41 4.2 9.8 
6
床版コンクリート 鋼げた 下フランジコンクリートstep                      CASE4
3
5
現行設計 CASE1 CASE2 CASE3
1 プレフレクション 416 416 416 416 
リリース -324 -324 -324 -324 
桁自重 74 76 76 76 
下フランジクリープ -17 -17 -17 -17 
3 下フランジ収縮 -8 -7 -3 -5 *
4 床版 94 96 96 96 
5 橋面 9 9 9 9 
6 下フランジ床版収縮 15 14 10 12 *
7 床版クリープ 4 4 4 4 
8 下フランジ最終クリープ -5 -13 -13 -13 *
a プレフレクション時 416 416 416 416 
b リリース時 92 92 92 92 
c 床版打設直前 141 144 148 146 
d 床版打設直後 235 240 244 242 
e 全死荷重時 258 255 255 255 
f 収縮合計 7 7 7 7
g クリープ合計 -18 -25 -25 -25
h 収縮・クリープ合計 -11 -19 -19 -19
注)　下向き(+)，上向き(-)
step
2
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表-4.9 CASE4 のたわみ（単位：mm）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 応力度の経時変化を図-4.8～図-4.10 に，下フランジコンクリート応力度のク
リープ・収縮成分に着目した経時変化を図-4.11 に示す．また，たわみの経時変
化を図-4.12 に，クリープ・収縮成分に着目したたわみの経時変化を図-4.13 に
示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.8 床版コンクリート応力度の経時変化  
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図-4.9 鋼げた応力度の経時変化  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.10 下フランジコンクリート応力度の経時変化 
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図-4.11 下フランジコンクリート応力度の経時変化(クリープ・収縮成分) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.12 たわみの経時変化 
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図-4.13 たわみの経時変化(クリープ・収縮成分) 
 
 
a) 現行設計法の妥当性 
 各部応力度の経時変化（図-4.8～図-4.10）およびたわみの経時変化（図-4.12）
によれば，現行設計結果と本解析による 4 ケースの結果とはいずれも大きな差異
がなく，全体的には現行設計法の妥当性を再確認することができる． 
 
b) 現行設計と本解析 CASE1 の比較 
 応力度について，現行設計結果（表-4.3）とそれを再現した本解析 CASE1 の
結果（表-4.4）を比較すると，step8 の下フランジ最終クリープを除いて概ね一致
していることがわかる．また，たわみについても表-4.8 より，同様なことがわか
る．同クリープによる下フランジコンクリート下縁の引張応力度は，本解析
CASE1 が現行設計に比べて約 2MPa 大きく生じており，結果的に e 番目の全死荷
重時の組合せ応力度でも同量だけ引張側へシフトしている． 
この差異の原因として考えられる項目には，現行設計が同クリープの持続応力
度として，床版の収縮による応力度を考慮しているのに対して，本解析ではクリ
ープと収縮を完全に分けて考えていること（前述の[仮定 4]）が挙げられる．概
算ではあるが，それぞれ約 1MPa づつの影響がある． 
これは，本来同時に生じているクリープと収縮を別々に考える時点で発生して
しまったものであり，現行設計・本解析 CASE1 とも実際の現象を忠実には評価
していない．後でも述べるが，クリープと収縮が同時に進行するものとした本解
析 CASE4 では，両者の中間的な値を示めすことがわかる．一方，全死荷重時の
下フランジコンクリートの応力度を見ると，圧縮あるいはわずかな引張状態であ
り，鋼橋とＰＣ橋の両者でクリープや収縮に対する設計法の統一を考える場合，
-40 
-30 
-20 
-10 
0 
リリース直前 床版打設直前 橋面施工直前 全死荷重時
た
わ
み
　
(m
m
)
CASE1
CASE2
CASE3
CASE4
現行設計
上
方
向
94 
クリープ・収縮の終了時点まで全断面有効として考えることも検討の余地が残さ
れていると考えられる． 
ここで，表-4.3～表-4.7 において，f 番目の活荷重時*1 とは，全断面有効とし
た場合での活荷重載荷時の組合せ応力度であり，g 番目の活荷重時*2 とは，抵抗
断面として鋼げたと床版コンクリートだけを考慮し，引張縁となる下フランジコ
ンクリートが負担していた配分断面力を解放した場合の応力度である．g 番目の
組合せ応力度を比較した場合には両者の差はほとんどなく，特に鋼げた応力度は
良く一致している． 
 
c) 本解析 CASE1，CASE2 および CASE3 の比較 
 クリープ・収縮成分に着目した応力度の経時変化（図-4.11）によれば，下フ
ランジコンクリートの収縮の残留量が多い順 CASE-2[150μ(75%)]，CASE-3[100
μ(50%)]，CASE-1[0μ(0%)]に，施工途上での引張応力度の発生は小さくなるが，
クリープ・収縮が完了した全死荷重時ではほぼ同じ値に収束している．また同様
に，たわみの経時変化（図-4.13）によれば，下フランジコンクリートの収縮の
残留量が多い順に，施工途上の上方向へのたわみ変動は少なくなるが，クリープ・
収縮が完了した全死荷重時ではほぼ同じ値に収束している．よって，下フランジ
コンクリートの収縮の進行度は設計に影響を与えないことがわかる．したがって，
設計を簡略化するために，下フランジコンクリートの収縮を分離して床版打設ま
でに完了するとした現行設計法の仮定が妥当であることが再確認できる． 
  
d) 現行設計と本解析 CASE4 の比較 
 同様に，クリープ・収縮成分に着目した応力度の経時変化（図-4.11）および
たわみの経時変化（図-4.13）で比較する． 
本解析 CASE4 の特長は，実際の現象を忠実にシミュレーションしていること
である．現行設計では着目していないリリース直前や橋面施工直前など任意の施
工段階での応力度やたわみを計算することができる． 
外力が作用していないリリース直前において，既にコンクリートの収縮にとも
なう引張応力度や上向きのたわみが発生していることが確認できる．この結果を
参考にすれば，ひび割れ防止のためにコンクリートの初期養生や鋼げたの遮温養
生が重要であることが認識できる． 
現行設計や本解析 CASE1～CASE3 が道路橋示方書のクリープ係数 2.0 や収縮ひ
ずみ 200μを用いているのに対して，本解析 CASE4 ではコンクリート標準示方書
の阪田式を用いており，両者を同一レベルで比較することは難しい．あえて単純
に比較するならば，応力度については，b)項で説明した原因で全死荷重時に約
1MPa の差が見られること，床版打設直前までにクリープ・収縮成分による引張
応力度の終値（全死荷重時）に相当する大きな引張応力度が生じていることがわ
95 
かる．これは，床版打設時までのクリープ進行分を現行設計が 0.5 としているの
に対して，CASE4 では 0.76 と約 1.5 倍の値を用いているためである．また，たわ
みについては，橋面施工直前にはほぼ同じ数値となるものの，床版打設直前や全
死荷重時には 10mm 程度の差異が生じることがわかる． 
 
 
4.2.2 ＰＢ連続げた 
(1) 検討条件 
 本事例は，橋長 57.2m，有効幅員 24.5m の 2 径間連続げた(図-4.14)であり，検
討対象とする中げたの断面形状を図-4.15 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.14 橋りょう概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.15 断面形状 
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施工ステップを図-4.16 に示す．解析の基準とするヤング係数は，鋼げた
(SM490Y)の 210GPa とする．コンクリート部材はヤング係数比を床版コンクリー
ト 7.0（  =30MPa），下フランジコンクリート 6.4（  =50MPa）とする．ただ
し，床版打設以前の下フランジコンクリートについては，材齢を考慮してヤング
係数比 7.3 とする．また，鋼げた形状を図-4.17 に示す． 
 連続げたの場合には，正曲げとなる区間をプレビーム合成げた，負曲げとなる
区間をＳＲＣ合成げたとし，インフレクション点近傍で添接することで一体化し
ている．本事例では，図-4.16，図-4.17 に示すように，プレビームスパン 22m
のプレビーム合成げたを作成した後，中間支点部のＳＲＣ合成げたと添接してい
る． 
 4.2.1 項で示した単純げたでは，活荷重が載荷され引張域となる下フランジコ
ンクリートを断面剛性から控除し，下フランジコンクリートが負担していた配分
断面力を鋼げたと上床版コンクリートに再配分している．連続げたの場合，現行
設計では，さらに中間支点付近の負曲げ区間の上床版コンクリートも引張域とな
ることから，前述したＳＲＣ合成げた部は，橋面荷重以降の断面力に対して上床
版コンクリートを控除し，上床版に配置された鉄筋だけを考慮した断面剛性を用
いて応力度を求めている．一方，本解析では，全断面有効としての計算を前提と
しているため，ＳＲＣ合成げた部についてもクリープ・収縮が完了するまで上床
版コンクリートを含めた断面剛性で解析を行なっている．最後に，活荷重を載荷
した状態で引張域となるプレビーム合成げた部の下フランジコンクリートおよび
ＳＲＣ合成げた部の上床版コンクリートを断面剛性から控除し，配分断面力の再
配分を行なう（図-4.16 参照）． 
 
本検討では，表-4.10 に示す検討ケースだけパラメータを変えた検討を行なっ
ている．CASE10 は，現行設計を再現したケースであり，4.2.1 項の CASE1 に相
当する．また，CASE11 は，クリープと収縮が同時進行するものとした step-by-step
法によるケースであり，4.2.1 項の CASE4 に相当する．想定した材齢と各係数の
概要を図-4.18 に示す．床版打設時の材齢(75 日)については，式(4.1)により現行
設計( =0.7)との整合をとった．ここで，k=0.0058 とした． 
 
(4.1) 
 
また，床版打設前に不静定構造物となることを考慮して，架設完了時の材齢を
45 日として，架設完了時(45 日)から床版打設時(75 日)までのクリープ・収縮を解
析するものとした． 
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図-4.17 鋼げた形状  
 
表-4.10 検討ケース  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.18 CASE11 施工工程と収縮ひずみ・クリープの発現状況 
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図-4.18 算出時のバックデータは 4.2.1 項と同様である．ここでは，載荷材齢
に変動があった下フランジコンクリートのクリープ係数を図-4.19 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.19 クリープ係数 
 
 
(2)検討結果 
 スパン中央と中間支点の応力度およびスパン中央のたわみの計算結果を  
表-4.11～表-4.18 に示す．ここで，スパン中央とは，プレビームスパンの中央で
あり，図-4.17 の断面 4 を指す．なお，表中 6 番目あるいは 7 番目の「架設完了」
とは，図-4.16 において架設系けた自重の解放と完成系けた自重の載荷を合計し
たものである． 
 スパン中央での応力度の経時変化を図-4.20～図-4.22 に，下フランジコンクリ
ート応力度のクリープ・収縮成分に着目した経時変化を図-4.23 に示す．同様に，
中間支点での応力度の経時変化を図-4.24～図-4.26 に，下フランジコンクリート
応力度のクリープ・収縮成分に着目した経時変化を図-4.27 に示す．また，スパ
ン中央でのたわみの経時変化を図-4.28 に，クリープ・収縮成分に着目したたわ
みの経時変化を図-4.29 に示す．  
 また，CASE10 の全死荷重時・活荷重時*1・活荷重時*2 での応力図，および全
死荷重時での曲げモーメント図とたわみ図を図-4.30～図-4.33 に，CASE11 の全
死荷重時・活荷重時*1・活荷重時*2 での応力図を図-4.34～図-4.36 に示す． 
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表-4.11 現行設計計算結果（スパン中央応力度） (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.12 現行設計計算結果（中間支点応力度） (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション － － － － -247 212 － －
2 リリース － － － － 232 -92 -3.9 -17.6 
3 桁自重 － － － － -50 20 0.9 3.8 
4 下フランジクリープ － － － － 4 -24 -0.2 4.4 
5 下フランジ収縮 － － － － 1 -14 1.4 1.2 
6 架設完了 － － － － 11 -4 -0.2 -0.9 
7 床　　版 － － － － -75 28 1.2 6.2 
8 橋　　面 -0.4 -0.1 － － -1 5 0.5 0.8 
9 床版収縮 0.9 1.2 － － -20 -7 -1.5 -0.9 
10 床版クリープ 0.1 -0.1 － － -3 0 0.0 0.1 
11 下フランジ最終クリープ -0.2 -0.3 － － -2 -2 1.0 1.6 
12 活荷重 -2.5 -0.4 － － -9 28 3.2 5.0 
13 下フランジ解放 -0.7 1.0 － － 2 32 － －
a プレフレクション時 － － -247 212 
b リリース時 － － -15 120 -3.9 -17.6 
c 床版打設直前 － － -61 102 -1.9 -8.2 
d 床版打設直後 － － -125 126 -0.9 -2.9 
e 全死荷重時 0.4 0.7 － － -151 121 -0.8 -1.2 
f 活荷重時*1 -2.1 0.4 － － -161 149 2.4 3.8 
g 活荷重時*2 -2.7 1.4 － － -159 181 
ｈ 収縮合計 0.9 1.2 － － -19 -21 -0.1 0.3 
i クリープ合計 -0.1 -0.4 － － -1 -26 0.8 6.2 
j 収縮・クリープ合計 0.8 0.8 － － -20 -47 0.7 6.5 *
床版コンクリート 鋼げた 下フランジコンクリート
詳細　PB1-CL
床版鉄筋
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション － － － － － － － －
2 リリース － － － － － － － －
3 桁自重 － － － － 1 -1 0.0 -0.1 
4 下フランジクリープ － － － － 0 0 0.0 0.0 
5 下フランジ収縮 － － － － 1 -10 1.6 1.4 
6 架設完了 － － － － 47 -26 -1.8 -5.2 
7 床　　版 － － － － 93 -52 -3.5 -10.2 
8 橋　　面 － － 13 12 11 -8 -0.7 -1.6 
9 床版収縮 － － -3 -4 -5 -16 -2.2 -2.7 
10 床版クリープ － － 4 3 3 0 0.0 -0.1 
11 下フランジ最終クリープ － － -1 -4 -4 -36 2.8 10.9 
12 活荷重 － － 40 35 33 -25 -2.1 -4.8 
13 下フランジ解放 － － 0 0 0 0 0.0 0.0 
a プレフレクション時
b リリース時
c 床版打設直前 2 -11 1.5 1.4 
d 床版打設直後 142 -89 -3.7 -14.0 
e 全死荷重時 13 7 148 -151 -3.7 -7.6 
f 活荷重時*1 54 42 180 -176 -5.9 -12.4 
g 活荷重時*2 54 42 180 -176 -5.9 -12.4 
ｈ 収縮合計 － － -3 -4 -4 -26 -0.6 -1.3 
i クリープ合計 － － 3 0 -1 -37 2.9 10.8 
j 収縮・クリープ合計 － － 0 -4 -5 -63 2.2 9.5 *
下フランジコンクリート
詳細設計　P1
床版コンクリート 床版鉄筋 鋼げた
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表-4.13 CASE10 現行設計の再現（スパン中央応力度） (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.14 CASE10 現行設計の再現（中間支点応力度） (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション － － － － -247 212 － －
2 リリース － － － － 232 -92 -3.9 -17.6 
3 桁自重 － － － － -50 20 0.9 3.8 
4 下フランジクリープ － － － － 4 -24 -0.2 4.4 
5 下フランジ収縮 － － － － 1 -13 1.2 1.1 
6 架設完了 － － － － 11 -4 -0.2 -0.8 
7 床　　版 － － － － -75 28 1.2 6.2 
8 橋　　面 -0.4 0.0 -2 -2 -1 5 0.5 0.8 
9 床版収縮 1.0 1.1 -17 -16 -16 -6 -1.2 -0.7 
10 床版クリープ 0.2 -0.1 -3 -2 -2 0 0.0 0.1 
11 下フランジ最終クリープ -0.3 -0.4 -2 -3 -3 -5 1.3 2.9 *
12 活荷重 -2.3 -0.2 -14 -10 -8 28 3.2 5.0 
13 下フランジ解放 -0.9 1.4 -4 0 2 42 
a プレフレクション時 0 0 -247 212 
b リリース時 0 0 -15 120 -3.9 -17.6 
c 床版打設直前 0 0 -61 104 -2.1 -8.3 
d 床版打設直後 0 0 -125 127 -1.1 -2.9 
e 全死荷重時 0.5 0.6 -25 -23 -147 121 -0.5 0.2 
f 活荷重時*1 -1.8 0.3 -38 -33 -155 149 2.7 5.1 
g 活荷重時*2 -2.7 1.7 -43 -34 -153 191 *
ｈ 収縮合計 1.0 1.1 -17 -16 -15 -18 0.0 0.4 
i クリープ合計 -0.2 -0.5 -5 -5 -1 -28 1.0 7.4 
j 収縮・クリープ合計 0.9 0.6 -22 -21 -16 -47 1.0 7.8 *
床版コンクリート 鋼げた 下フランジコンクリート
本解析　PB1-CL
床版鉄筋
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション － － － － － － － －
2 リリース － － － － － － － －
3 桁自重 － － － － 1 -1 0.0 -0.1 
4 下フランジクリープ － － － － 0 0 0.0 0.0 
5 下フランジ収縮 － － － － -7 -2 1.4 1.4 
6 架設完了 － － － － 48 -28 -1.7 -4.8 
7 床　　版 － － － － 93 -52 -3.5 -10.2 
8 橋　　面 0.7 0.1 4 3 3 -7 -0.8 -1.3 
9 床版収縮 1.6 1.5 0 -1 -2 -15 -1.9 -2.5 
10 床版クリープ -0.4 0.0 4 4 4 -1 0.0 -0.1 
11 下フランジ最終クリープ -0.6 -1.3 -5 -6 -7 -18 3.3 11.0 
12 活荷重 2.1 0.4 13 10 9 -22 -2.5 -3.9 
13 下フランジ解放 － － 41 38 36 -3 0.8 -1.0 
a プレフレクション時
b リリース時
c 床版打設直前 -5 -3 1.4 1.3 
d 床版打設直後 135 -83 -3.8 -13.6 
e 全死荷重時 1.3 0.4 3 0 134 -123 -3.2 -6.6 
ｆ 活荷重時*1 3.4 0.8 16 10 143 -146 -5.7 -10.5 
ｇ 活荷重時*2 58 48 179 -148 -4.9 -11.5 *
ｈ 収縮合計 1.6 1.5 0 -1 -8 -17 -0.5 -1.1 
i クリープ合計 -1.0 -1.2 -1 -2 -3 -19 3.4 10.9 
j 収縮・クリープ合計 0.6 0.3 -1 -4 -11 -35 2.8 9.8 *
下フランジコンクリート
本解析　P1
床版コンクリート 床版鉄筋 鋼げた
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表-4.15 CASE11 実際の現象（スパン中央応力度） (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.16 CASE11 実際の現象（中間支点応力度） (単位：MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション － － － － -247 212 － －
2 下フランジ収縮 0 -6 0.7 0.5 
3 リリース － － － － 231 -88 -3.8 -18.5 
4 桁自重 － － － － -50 19 0.8 4.0 
5 下フランジクリープ － － － － 4 -24 -0.4 4.7 
6 下フランジ収縮 － － － － 1 -9 0.9 0.8 
7 架設完了 － － － － 11 -4 -0.2 -1.0 
8 下フランジクリープ -2 -5 0.0 1.2 
9 下フランジ収縮 -1 -2 0.2 0.3 
10 床　　版 － － － － -75 25 1.1 6.8 
11 下フランジ床版クリープ 0.0 0.0 -1 -1 -1 4 0.4 -0.9 
12 下フランジ床版収縮 0.6 0.6 -11 -10 -10 -4 -0.5 -0.2 
13 橋　　面 -0.4 -0.1 -2 -2 -1 4 0.6 0.9 
14 下フランジ床版クリープ 0.1 -0.2 -3 -3 -3 1 0.2 0.4 
15 下フランジ床版収縮 0.2 0.2 -7 -7 -6 -4 0.5 0.6 
16 活荷重 -2.3 -0.3 -13 -10 -7 24 3.5 5.3 
17 下フランジ解放 -1.0 1.4 -5 0 3 47 － －
a プレフレクション時 0 0 -247 212 
b リリース時 0 0 -15 118 -3.1 -18.0 
c 床版打設直前 0 0 -53 93 -1.8 -7.9 
d 床版打設直後 0 0 -128 119 -0.7 -1.1 
e 全死荷重時 0.5 0.6 -24 -22 -148 119 0.4 -0.4 
f 活荷重時*1 -1.8 0.3 -37 -32 -156 144 3.8 4.9 
g 活荷重時*2 -2.8 1.7 -42 -32 -153 191 
ｈ 収縮合計 0.8 0.8 -17 -17 -16 -26 1.7 2.1 
i クリープ合計 0.1 -0.1 -5 -4 -1 -24 0.2 5.3 
j 収縮・クリープ合計 0.9 0.6 -22 -21 -17 -50 1.9 7.4 *
床版コンクリート 鋼げた 下フランジコンクリート
本解析　PB1-CL
床版鉄筋
上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
1 プレフレクション － － － － － － － －
2 下フランジ収縮 － － － － -4 -1 0.9 0.9 
3 リリース － － － － － － － －
4 桁自重 － － － － 1 -1 0.0 -0.1 
5 下フランジクリープ － － － － 0 0 0.0 0.0 
6 下フランジ収縮 － － － － -5 -1 1.0 1.0 
7 架設完了 － － － － 47 -25 -1.8 -5.7 
8 下フランジクリープ － － － － -3 -3 0.2 1.7 
9 下フランジ収縮 － － － － -1 0 0.2 0.3 
10 床　　版 － － － － 93 -48 -3.6 -11.3 
11 下フランジ床版クリープ 0.0 -0.1 0 -1 -1 -9 0.4 3.1 
12 下フランジ床版収縮 0.8 0.8 0 -1 -1 -8 -0.8 -1.2 
13 橋　　面 0.7 0.1 4 3 3 -7 -0.9 -1.4 
14 下フランジ床版クリープ -0.4 0.0 2 1 1 -9 1.0 3.0 
15 下フランジ床版収縮 0.0 0.1 -1 -1 -1 -3 0.5 0.5 
16 活荷重 2.2 0.4 12 9 8 -20 -2.7 -4.3 
17 下フランジ解放 45 41 39 -3 0.8 -1.1 
a プレフレクション時
b リリース時 -4 -1 0.9 0.9 
c 床版打設直前 36 -31 0.5 -1.9 
d 床版打設直後 128 -79 -3.1 -13.2 
e 全死荷重時 1.2 1.0 5 2 129 -115 -2.9 -9.1 
ｆ 活荷重時*1 3.3 1.4 17 11 137 -135 -5.6 -13.4 
ｇ 活荷重時*2 62 52 176 -139 -4.8 -14.5 
ｈ 収縮合計 0.8 0.9 -1 -2 -12 -14 1.8 1.5 
i クリープ合計 -0.4 -0.1 2 0 -3 -22 1.6 7.9 
j 収縮・クリープ合計 0.5 0.8 1 -1 -15 -35 3.4 9.4 *
下フランジコンクリート
本解析　P1
床版コンクリート 床版鉄筋 鋼げた
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表-4.17 現行設計と CASE10 のたわみ（スパン中央） (単位：mm) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.18 CASE11 のたわみ（スパン中央） (単位：mm) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
CASE11
1 プレフレクション 120 
2 下フランジ収縮 -2 
3 リリース -83 
4 桁自重 17 
5 下フランジクリープ -8 
6 下フランジ収縮 -3 
7 架設完了 -2 
8 下フランジクリープ -1 
9 下フランジ収縮 0 
10 床 　版 27 
11 下フランジ床版クリープ 1 
12 下フランジ床版収縮 2 
13 橋 　面 2 
14 下フランジ床版クリープ 1 
15 下フランジ床版収縮 1 
a プレフレクション時 120 
b リリース時 35 
c 床版打設直前 38 
d 床版打設直後 65 
e 全死荷重時 71 
f 収縮合計 -3 
g クリープ合計 -6 
h 収縮・クリープ合計 -9 
現行設計 CASE10
1 プレフレクション 120 120 
2 リリース -84 -84 
3 桁自重 16 17 
4 下フランジクリープ -7 -7 
5 下フランジ収縮 -5 -4 
6 架設完了 -8 -3 *
7 床 　版 28 28 
8 局部プレストレス 0 0 
8 橋 　面 1 2 
9 床版収縮 4 3 
10 床版クリープ 0 1 
11 下フランジ最終クリープ 1 -1 
a プレフレクション時 120 120 
b リリース時 36 36 
c 床版打設直前 33 39 
d 床版打設直後 61 67 
e 全死荷重時 67 72 
f 収縮合計 0 -1 
g クリープ合計 -7 -7 
h 収縮・クリープ合計 -7 -8 
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図-4.20 床版コンクリート応力度の経時変化(スパン中央) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.21 鋼げた応力度の経時変化(スパン中央) 
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図-4.22 下フランジコンクリート応力度の経時変化(スパン中央) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.23 下フランジコンクリート応力度の経時変化(スパン中央) 
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図-4.24 床版鉄筋応力度の経時変化(中間支点) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.25 鋼げた応力度の経時変化(中間支点) 
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図-4.26 下フランジコンクリート応力度の経時変化(中間支点) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.27 下フランジコンクリート応力度の経時変化(中間支点) 
(クリープ・収縮成分) 
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図-4.28 たわみの経時変化(スパン中央) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.29 たわみの経時変化(スパン中央／クリープ・収縮成分) 
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図-4.30 CASE10 現行設計の再現（全死荷重時応力度）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.31 CASE10 現行設計の再現（全死荷重時断面力・たわみ） 
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図-4.32 CASE10 現行設計の再現（活荷重時*1 応力度）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.33 CASE10 現行設計の再現（活荷重時*2 応力度/引張解放） 
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図-4.34 CASE11 実際の現象（全死荷重時応力度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.35 CASE11 実際の現象（活荷重時*1 応力度） 
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図-4.36 CASE11 実際の現象（活荷重時*2 応力度/引張解放） 
 
 
a) 現行設計法の妥当性 
◇ スパン中央について 
 各部応力度の経時変化（図-4.20～図-4.22）およびたわみの経時変化（図-4.28）
は，4.2.1 項で示した単純げたと同様な傾向であり，現行設計法の妥当性が確認
できる． 
 
◇ 中間支点について  
各部応力度の経時変化（図-4.24～図-4.26）は，橋面荷重以降の剛性の考え方
（床版コンクリート断面の有無）が異なるため,図の横軸のうち，「床版打設直後」
まではよく一致しているが，「全死荷重時」以降は差異が見られる．この傾向は，
特に鋼げたの応力度（図-4.25）に顕著に表れており，現行設計では，下フラン
ジコンクリートの最終クリープの影響と活荷重による負の曲げモーメントを床版
コンクリートを控除した断面で抵抗するため，「全死荷重時」で下縁側圧縮，「活
荷 重 時 *1 」 で 上 縁 側 引 張 が 大 き く な り ， 全 断 面 有 効 と し て い る 本 解 析
CASE10,CASE11 と差異が生じている．ただし，引張を受ける床版コンクリート
を解放する「活荷重時*2」では概ね同等の結果となっており，現行設計法の妥当
性が確認できるとともに，クリープ・収縮完了までは全断面有効とする設計法の
適用性も確認できる．  
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b) 現行設計と本解析 CASE10,CASE11 の比較 
◇ スパン中央について 
下フランジコンクリートのクリープ・収縮成分応力度の経時変化（図-4.23）
の下縁側に着目すると，「全死荷重時」では本解析の CASE10,CASE11 は概ね同
じ値となり，現行設計より引張応力度が約 1.0～1.5MPa 大きくなっている．これ
は，単純げたの場合と同様な傾向であり，現行設計結果（表-4.11）とそれを再
現した本解析 CASE10 の結果（表-4.13）を比較すると，11 番目の下フランジ最
終クリープを除いて概ね一致しており，その差約 1.5MPa が全死荷重時で引張側
にシフトしていることがわかる． 
また，鋼げた応力度の経時変化（図-4.21）によれば，鋼げたについては三者
が よ く 一 致 し て い る が ，「 活 荷 重 時 ＊ 2 」 の 時 点 で 現 行 設 計 よ り 本 解 析
CASE10,CASE11 の下縁引張が大きくなっている．現行設計結果（表-4.11）と本
解析 CASE10 の結果（表-4.13）を比較すると，j 番目の「クリープ・収縮合計」
がよく一致していること，下フランジコンクリートの引張増が 13 番面の解放力に
影響し,下縁引張が約 20MPa 大きくなっていることがわかる．また，たわみ（表
-4.17，表-4.18）については，本事例のスパンが比較的小さいため，クリープや
収縮ひずみの影響が生じていない．現行設計との差異は，6 番面の 架設完了の項
で約 5mm 生じており，検討が必要である． 
 
◇ 中間支点について 
下フランジコンクリートのクリープ・収縮成分応力度の経時変化（図-4.27）
の下縁側に着目すると，三者はよく一致しているが，図-4.26 に示す全体応力度
によると本解析 CASE11 の下縁側が大きめな傾向を示している．CASE10（表
-4.14）と CASE11（表-4.16）を比較すると，弾性成分での差異があり，CASE11
が大きくなっていることがわかる．これは，CASE11 がコンクリートのヤング係
数を大きく設定（下フランジコンクリートで 1.20 倍，床版コンクリートで 1.18
倍）しているためである．また，図-4.27 によれば，CASE11 は連続的にクリー
プ・収縮の解析を行っているため，下フランジコンクリートのクリープ・収縮成
分の変動が滑らかなものとなっている． 
鋼げたについては，a)項でも述べたが，抵抗断面の考え方の違いにより，「全
死荷重時」および「活荷重時*1」において大きな差異が生じる．現設計（表-4.12）
と CASE10（表-4.14），CASE11（表-4.16）より，「全死荷重時」における差異の
主要因は，11 番面の下フランジコンクリートの最終クリープであり，現設計では
下縁圧縮が約 20MPa 大きくなっている．また，「活荷重時*1」には，現設計が上縁
引張，下縁圧縮とも約 30～40MPa 大きくなるが，「活荷重時*2」では，下縁圧縮側
にはまだ約 20～30MPa の差異は残るが，上縁引張側はほぼ同じ値になっている． 
上床版鉄筋についても，鋼げたと同様に抵抗断面の違いにより現行設計と本解
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析の結果には顕著な差異が生じる．上床版鉄筋応力度の経時変化（図-4.24）に
よると，「全死荷重時」で 10MPa 程度だった差異が，「活荷重時*1」では 30MPa 程
度となり，「活荷重時*2」では本解析の結果が逆転して 20MPa 程度大きくなってい
る． 
 
c) 本解析 CASE10,CASE11 について  
図-4.30，図-4.31 に CASE10 の応力度図，断面力図およびたわみ図を示す．こ
れらは，同一条件・同一仮定の下で計算されたものである．このように，施工時
から供用時までの応力状態と変形状態を一元的に把握できることが本解析の最大
の特長である． 
図-4.32，図-4.35 に示す応力度図は，全断面有効とした場合の「活荷重時*1」
におけるものである．下フランジコンクリート以外は変化がない．下フランジコ
ンクリートについては，CASE11 でヤング係数を 1.20 倍に設定しているため，径
間部で上縁側引張，中間支点部で下縁側圧縮が大きめとなり，逆に鋼げたについ
ては，径間部で下縁側引張，中間支点部で下縁側圧縮が小さくなっている．複合
構造におけるヤング係数の設定には留意が必要である． 
図-4.33，図-4.36 に示す応力度図は，活荷重時*1 に引張応力が生じる径間部の
下フランジコンクリートと中間支点部の床版コンクリートを控除し，その配分断
面力を解放した結果である．解放した範囲は，図-4.17 で断面 1 から 6 までのプ
レビームスパンを径間部，断面 6から 8までのＳＲＣスパンを中間支点部とした．
解放力に対する抵抗断面は，図-4.16 に示すように，径間部は床版（鉄筋）と鋼
げたの合成断面，中間支点部は鉄筋，鋼げたと下フランジコンクリートの合成断
面である．CASE10,11 では，解放力の解析時に不静定力が生じ，断面力が再分配
される．一方，現行設計では，下フランジコンクリートの配分断面力の解放の際
に構造系全体での断面力の再配分は行っていないため，表-4.12（中間支点の応
力度）の 13 番目はすべてゼロとなっている．図-4.17 をみてもわかるように，イ
ンフレクションポイントとなる断面5から6にかけての部材分割が粗かったため，
図-4.33，図-4.36 ではインフレクションポイント付近の応力度（特に床版上縁）
に乱れが生じている．この点は，部材分割を考慮することで解消するものと考え
る． 
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4.3 圧縮鋼材を有するＰＣげたの時間依存性挙動 
 
ここでは，道路橋においてけた高を低く抑えることを目的として開発されたＰ
Ｃげた，ハイプレックス・ビーム（以下、ＨＰＢ）1)～13)の特徴，主にクリープ・
収縮に対する時間依存性挙動について紹介する．  
一般に，けた高制限を受けるＰＣ橋けたの場合，①コンクリートの曲げ圧縮応
力度が厳しくなること，②活荷重によるたわみが大きくなること等の問題が生じ
る． 
これらの問題に対して，ＨＰＢは，図-4.37 に示すように曲げ圧縮域（正曲げ
区間の場合，けた上縁側）に補強鋼材（鋼板）を配置し，コンクリートと一体化
することで，①所要の曲げ剛性を確保するとともに，②コンクリートのクリープ
や収縮による断面内の応力転移（補強鋼材の拘束効果）を活用し，曲げ圧縮応力
度を改善することができるので，けた高／支間比を従来の 1/24 から 1/30 程度ま
で小さくすることが可能である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.37 ＨＰＢ構造概要 
 
今までに表-4.19 に示す 2 橋の実績がある．鳥野目
と り の め
橋 8),9)は，1997 年に完成し
た河川管理用道路（写真-4.2）であるのに対し，開運
かいうん
橋 12)は，老朽化した都市内
橋梁の架替えに伴って 2000 年に建設された橋りょう（写真-4.3）である．両橋
ともに河川上の橋りょうであり，かつ取付け道路の線形の関係でけた高制限を余
儀なくされたため，ＨＰＢが採用された．従来の標準設計によるＰＣけたに比べ
両橋ともけた高を 100mm 低くしている． 
 
表-4.19 ＨＰＢ実績  
 
 
 
橋りょう名 完成年 支間長(m) けた高(m) 有効幅員(m) けた本数 補強鋼材比(%)
鳥野目橋 1997 18.0 600 6 10 2.3
開運橋 2000 15.3 500 14 19 2.3
角ジベル
鉄 筋
ＰＣ鋼 材
補強鋼 板
孔あ き
鉛直鋼 板
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写真-4.1 架設状況（鳥野目橋）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.2 完成全景（鳥野目橋）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.3 完成全景（開運橋） 
 
以下では，まず，圧縮鋼材量をパラメータにして，コンクリートや鋼材の応力
度およびたわみに着目した時間依存性挙動を示し，最後に，新 JIS げたに対応さ
せた 2 種類のＨＰＢ（鋼板タイプと太経鉄筋タイプ）の応力特性を示す． 
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4.3.1 圧縮鋼材量をパラメータにした検討 
(1)検討条件 
 本事例は，スパン 24.0m(BS24)，有効幅員 11.5m のプレテンション方式ＰＣ単
純床版橋 (図-4.38)であり，検討対象とする中げたのスパン中央の断面形状を図
-4.39 に示す．なお，圧縮鋼材は，スパンの約 60％の範囲（14.94m）に一定厚の
ものを配置している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.38 検討幅員構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.39 断面形状 13) 
 
施工ステップを表-4.20 に示す．解析の基準とするヤング係数は，主げたコン
クリート部材（  =50MPa）の 33GPa とする．間詰めコンクリート部材
（  =30MPa）は 28GPa，ＰＣ鋼材と圧縮鋼材は 200GPa とする．ただし，間詰
め床版打設以前の主げたコンクリートのヤング係数については，材齢を考慮して
29.5GPa とする．なお，表-4.20 の条件は，JIS げたに関するものであるが，現行
の道路橋示方書の解説式によれば，材齢 1 ヶ月で間詰めコンクリートが打設され
ることを想定している（表-4.21 参照）． 
 
400 11500 600
475475
CL
15×770＝11550
3000
総幅員 12500
本線幅 8500
設計舗装厚 t＝100mm2.0%
51
0
35
0
125 70700
10
0 舗装厚 t＝30mm
580190 185
35
0
中　間　部 支　点　部
25
0
ckf ′
ckf ′
150 150
11
0
50
12
0
20
0
38
32
0
80
0
1 00
700
120 400 120
prestressing strands   SWPR7BL φ15.2×25
640
RS plate   SM490　150×38×2
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表-4.20 施工ステップ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.21 クリープ係数・収縮ひずみ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)検討結果 
 圧縮鋼材比（圧縮鋼材断面積／主げたコンクリート総断面積）をパラメータに
して，各構成要素の応力度，配分断面力および主げたのたわみを計算した． 
 応力度を表-4.22 に，配分断面力を表-4.23 に示す．圧縮鋼材比の増加にとも
ない，主げたコンクリート上縁（圧縮縁）に引張応力が配分され，代わりに圧縮
鋼材に圧縮応力が導入される．また，わずかではあるが，主げたコンクリート下
縁の引張応力度が減少する． 
 配分断面力とは，各断面を構成する要素図心まわりの断面力であり，合成断面
図心での合計を計算すると，クリープ等の成分は曲げモーメント，軸力ともゼロ
となる点が特長である．圧縮鋼材比の増加にともない，主げたおよび間詰めコン
クリートが受け持つ配分断面力の弾性成分が減少し，クリープ成分が増加する傾
向が顕著にわかる． 
 クリープと収縮による配分軸力に着目し，その変化の状況を表-4.24 に，さら
に変化率として表したものを表-4.25 に示す． 
ステップ 内　　　容 抵抗断面 作用荷重
Step1 プレストレス導入 主げた*1 主げた自重，プレストレス
Step2 クリープ・収縮① 〃 主げた（φ=1.2，εs=-70μ）
Step3 間詰めコンクリート打設 主げた*2 間詰め荷重
Step4 橋面施工 主げた*2＋間詰め 橋面荷重
主げた（φ=1.8，εs=-130μ)
間詰め（φ=2.8，εs=-200μ）
リラクセーション(1.5%)
Step6 活荷重・雪荷重載荷 〃 B活荷重，雪荷重(1kN/m2)
　　　注)　主げたのヤング係数は，*1で29.5GPa，*2で33GPa　とする．
Step5 クリープ・収縮② 〃
14 28 90 365 10000
設計値*1 － － － － 3.0
算出値*2 0.95 1.25 1.82 2.42 3.06
2.11 1.81 1.24 0.64 0.00
69% 59% 41% 21% 0%
設計値 － － － － 200
算出値 17 29 61 117 206
189 177 145 89 0
92% 86% 70% 43% 0%
70% 60% 40% 20% 0%
　注）　*1は，JISA5373-2004推奨仕様2-1道路橋用橋げたでの設計用値
　　　　*2は，道路橋示方書Ⅰ共通編の解説式(MC78)でt0=1日とした値（A/U=100mm)
　　　　*3は，同上の設計伸縮量(表-解4.2.2）での簡易値
　　　　　　　　　　　　材齢
簡易低減係数*3
残分
残分
クリープ係数
収縮ひずみ
(μ)
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表-4.24 クリープ等による各構成要素の配分軸力  （単位：kN） 
 
 
 
 
圧縮（－），引張（＋）  
 
表-4.25 クリープ等による各構成要素の配分軸力の変化率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.40 圧縮鋼材による各構成要素の配分軸力の変化  
 
この挙動をクリープ成分の軸力変動率で表したものが図-4.40 である．圧縮鋼
材比がゼロ（未配置）の時の配分軸力に対する変化率で表現している．圧縮鋼材
比が 5%まで増加する間に，コンクリートに作用する引張力は，761kN から 1838kN
まで 2.42 倍に増加する一方，ＰＣ鋼材に作用する圧縮力(プレストレスのロス量)
は，-761kN から-738kN までほとんど一定値を保つ．圧縮力の不足分は，補強鋼
材が受け持ち，0kN から-1100kN まで顕著に増加する．  
通常のＰＣ構造の場合に，コンクリートに作用する引張り力(Nc)とＰＣ鋼材に
作用する圧縮力(Npc)は絶対値が一致する．すなわち，これがクリープ・収縮等に
よるプレストレスのロス量である．圧縮鋼材が配置されるＰＣ構造では，圧縮鋼
材が負担する圧縮力(Nns)が加わり，三者間でつり合うことになる．  
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0
圧縮鋼材比(%)
配
分
軸
力
の
変
化
率
ｺﾝｸﾘｰﾄ
ＰＣ鋼材
圧縮鋼材の
配分軸力変化率
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 3.0 4.0 5.0
ｺﾝｸﾘｰﾄ Nc 761 1,132 1,380 1,547 1,660 1,785 1,832 1,838 
圧縮鋼材 Nns 0 -376 -628 -798 -914 -1,042 -1,092 -1,100 
ＰＣ鋼材 Nps -761 -756 -752 -749 -747 -743 -740 -738 
　*)Ncは、主げたと間詰めの合計を示した
配分軸力　鋼材比(%)
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 3.0 4.0 5.0
ｺﾝｸﾘｰﾄ Nc/Nref 1.00 1.49 1.81 2.03 2.18 2.35 2.41 2.42 
圧縮鋼材 Nns/Nref 0.00 0.49 0.82 1.05 1.20 1.37 1.43 1.45 
ＰＣ鋼材 Nps/Nref 1.00 0.99 0.99 0.98 0.98 0.98 0.97 0.97 
　*)Nrefは、それぞれ圧縮鋼材比ρns=0％とした
変化率　　鋼材比(%)
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また，図-4.40 によれば，圧縮鋼材比が 3.0%程度で圧縮鋼材の効果が収束して
いることがわかる．さらに，表-4.22 によれば，使用鋼材を鋼板 SM490（許容圧
縮応力度 190MPa）とした場合には，3.0%程度が必要であり，太径鉄筋 SD390(許
容圧縮応力度 220MPa)とした場合には，2.0％程度で満足することがわかる．  
 次に，たわみの挙動に着目した検討結果を表-4.26 に示す．3 つのクリープの
行に括弧書きで弾性たわみとの比率（見かけのクリープ係数）を併記した．主げ
た自重・間詰荷重・橋面荷重といった死荷重による下向きのたわみは，圧縮鋼材
比の増加とともに弾性分およびクリープ分とも減少する．これが，従来からＲＣ
部材に対して言われてきた「圧縮鉄筋が長期たわみを低減する」性状である．一
方，プレストレスによる上向きのたわみは，弾性分およびクリープ分とも圧縮鋼
材比の変化に関わらず，ほぼ一定値を示しており，ＰＣ部材に圧縮鋼材を配置し
た場合には，結果的にプレストレスの効果がまさり，上ぞりの傾向が強まること
になる．表-4.26 のクリープ①（φ1=1.2），クリープ②（φ2=1.8），クリープ計（Σ
φ=3.0）に着目して，弾性たわみとクリープたわみを図-4.41 に図化する． 
 
表-4.26 圧縮鋼材比とたわみの関係  (単位:m) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 3.0 4.0 5.0
0.0641 0.0614 0.0590 0.0570 0.0552 0.0522 0.0498 0.0478 
-0.0875 -0.0878 -0.0880 -0.0882 -0.0883 -0.0886 -0.0888 -0.0890 
0.0681 0.0610 0.0554 0.0511 0.0477 0.0429 0.0397 0.0374 
(1.06) (0.99) (0.94) (0.90) (0.86) (0.82) (0.80) (0.78)
-0.0833 -0.0842 -0.0850 -0.0855 -0.0860 -0.0866 -0.0871 -0.0874 
(0.95) (0.96) (0.97) (0.97) (0.97) (0.98) (0.98) (0.98)
0.0014 0.0005 -0.0003 -0.0009 -0.0014 -0.0022 -0.0028 -0.0033 
0.0132 0.0127 0.0123 0.0119 0.0115 0.0110 0.0105 0.0101 
0.0257 0.0249 0.0242 0.0235 0.0229 0.0218 0.0210 0.0203 
0.1451 0.1271 0.1136 0.1038 0.0966 0.0867 0.0805 0.0763 
(1.41) (1.28) (1.19) (1.12) (1.08) (1.02) (0.99) (0.98)
-0.1041 -0.1057 -0.1069 -0.1078 -0.1084 -0.1093 -0.1098 -0.1102 
(1.19) (1.20) (1.22) (1.22) (1.23) (1.23) (1.24) (1.24)
0.0058 0.0032 0.0011 -0.0005 -0.0017 -0.0035 -0.0048 -0.0056 
0.0019 0.0019 0.0020 0.0020 0.0020 0.0020 0.0020 0.0020 
0.1030 0.0991 0.0955 0.0924 0.0896 0.0850 0.0813 0.0782 
-0.0875 -0.0878 -0.0880 -0.0882 -0.0883 -0.0886 -0.0888 -0.0890 
0.2132 0.1881 0.1690 0.1549 0.1443 0.1296 0.1202 0.1138 
(2.07) (1.90) (1.77) (1.68) (1.61) (1.53) (1.48) (1.46)
-0.1854 -0.1880 -0.1899 -0.1913 -0.1924 -0.1939 -0.1949 -0.1956 
(2.12) (2.14) (2.16) (2.17) (2.18) (2.19) (2.20) (2.20)
0.0072 0.0037 0.0008 -0.0014 -0.0031 -0.0057 -0.0076 -0.0089 
0.0433 0.0115 -0.0134 -0.0322 -0.0469 -0.0679 -0.0823 -0.0926 
*)死荷重計＝主げた自重＋間詰荷重＋橋面荷重，プレストレス計＝プレストレス．
　クリープ計＝クリープ①＋クリープ②（＋リラクセーション）．
　収縮計＝収縮①＋収縮②．
　また，クリープの行に示した括弧書きの数値は，クリープたわみを弾性持続たわみで除した値である．
　クリープ①の死荷重では主げた自重，クリープ②およびクリープ計の死荷重では死荷重計で割った．
　たわみは，下向き(+),上向き(-)．
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4.3.2 2 種類のＨＰＢの応力特性 
(1)検討条件 
前節の最後で，圧縮鋼材の材料として，鋼板以外に太経鉄筋が鋼材比を少なく
できることから経済的なメリットがあることを示唆した．ここでは，前節と同じ
幅員構成等の条件で，スパン 23.2m(BS23)のプレテンション方式ＰＣ単純床版橋
に鋼板と太径鉄筋といった 2 種類の圧縮鋼材を使った場合の応力特性の比較を行
なう． 
図-4.42～図-4.45 に両者の断面形状と平面配置を示す．通常，この程度の比較
的長いスパンになると，スパン中央部の上床版厚は，圧縮応力に対抗するため
200mm としているが，今回は圧縮鋼材の配置効果により両者とも 160mm に軽量
化した．なお，太径鉄筋には，ねじ節付きのものを想定しており，接続は機械式
継手を使う． 
鋼板タイプでは，応力上，不要となる断面から定着長(横げた部への埋込み代)
だけ伸ばし，主げたの途中点でその配置を止めているが，太径鉄筋タイプでは，
本数が比較的多くできるので，主げた端部に至るまで段階的に配置を低減してい
る．また，太径鉄筋タイプにずれ止め構造が不要な点も大きなメリットとなって
いる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.42 鋼板タイプ断面図     図-4.43 太径鉄筋タイプ断面図 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.44 鋼板タイプ側面図 
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図-4.45 太径鉄筋タイプ平面図  
 
 
(2)検討結果 
 鋼板タイプにおける各構成要素の橋軸方向応力分布を図-4.46～図-4.50 に示
す．主げたコンクリートにおいて，PC は補強なし，HPB は補強ありを示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.46 主げたコンクリート応力度(導入時)（鋼板タイプ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.47 主げたコンクリート応力度(設計荷重時)（鋼板タイプ） 
350
64
0
圧縮鉄筋長：23 700
圧縮鉄筋長：19 040
圧縮鉄筋長：13 240
標準支間：23 200
-25.0
-20.0
-15.0
-10.0
-5.0
0.0
5.0
0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0　　　支点からの距離(m)
応
力
度
( M
Pa
)
PC上縁導入時 PC下縁導入時
HPB上縁導入時 HPB下縁導入時
上縁(許容） 下縁(許容）
圧縮
引張
CL
-25.0
-20.0
-15.0
-10.0
-5.0
0.0
5.0
0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0　　支点からの距離(m)
応
力
度
( M
Pa
)
PC上縁設計時 PC下縁設計時
HPB上縁設計時 HPB下縁設計時
上縁(許容） 下縁(許容）
圧縮
引張
応力ギャップ
CL
126 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.48 圧縮鋼材応力度（鋼板タイプ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.49 ＰＣ鋼材応力度（鋼板タイプ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.50 間詰めコンクリート応力度（鋼板タイプ） 
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 太径鉄筋タイプにおける各構成要素の橋軸方向応力分布を図-4.51～図-4.55
に示す．主げたコンクリートにおいて，PC は補強なし，HPB は補強ありを示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.51 主げたコンクリート応力度(導入時)（太径鉄筋タイプ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.52 主げたコンクリート応力度(設計荷重時)（太径鉄筋タイプ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.53 圧縮鋼材応力度（太径鉄筋タイプ） 
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図-4.54 ＰＣ鋼材応力度（太径鉄筋タイプ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.55 間詰めコンクリート応力度（太径鉄筋タイプ） 
 
 太径鉄筋タイプは，鋼板タイプに比較して鋼材が段階的な配置となっており，
その結果，主げたや間詰めコンクリートの応力度も連続的なスムーズなものとな
っている．特に，主げたコンクリートの上縁応力度は，導入時と設計荷重時でほ
とんど応力変動がなく，下縁応力度だけが変化する不思議な挙動となっている．
これは，クリープや収縮ひずみの進行とともに，圧縮鋼材による拘束応力として
コンクリート上縁に引張応力が生じるためである．また，拘束応力の大きさは，
弾性圧縮ひずみが大きく，クリープひずみも大きくなるスパン中央ほど大きくな
るため，支点部からスパン中央への応力勾配も極めて平坦になっている． 
従来の設計では，間詰めコンクリートまでの応力度を議論することは無かった
が，本解析を使うことで，間詰めコンクリートの収縮やクリープも考慮すること
ができるため，より実際に近い状況を再現することが可能である．近年，高強度
コンクリートの採用も増えてきており，その際に間詰めコンクリートの強度は，
主げたコンクリートの強度に応じて設定すべきことなど，細部にわたる留意点を
明確にするツールになると考える．その意味では，太径鉄筋タイプに関しては，
step-by-step 法を適用し，プレストレス導入前の拘束応力の検討が必要となろう． 
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4.4 ＲＣラーメン高架橋のプレキャスト化 
 
本解析を使った実績として，場所打ちＲＣラーメン高架橋にハーフプレキャス
ト工法を適用した事例を紹介する．図-4.56に構造例の概要図を示すが，縦ばり
と横ばりにＵ形断面のプレキャスト部材を採用し，ラーメン隅角部で鉄筋を接続
し，接合部コンクリートを打設することで一体化を図る構造である16),17)．同様に，
床版部については，2本の縦ばり間に床版厚の一部をプレキャスト化したハーフプ
レキャストスラブを架設した後，床版上縁鉄筋を配置し，残りの場所打ちスラブ
を打設して構造が完成する．構造物の外周面が高品質なプレキャスト部材であり
耐久性の向上が図れるとともに，直上高架化や工期短縮にメリットを発揮する工
法である． 
表-4.27に各部位に使用するコンクリートの強度とヤング係数の一例を示す．
スラブ等の場所打ちコンクリートを打設する際の支保工としての役割を期待する
ため，プレキャスト化したはりとスラブには，施工途中に発生する応力度に対し
てひび割れを発生させない程度のプレストレスを工場プレテンション方式で補助
的に導入している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.56 ハーフプレキャストラーメン高架橋の構造例  
 
表-4.27 材料種別の一例 (単位：MPa，GPa) 
 
 
 
 
 
 
                   *)下段括弧書きはヤング係数を示す． 
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従来工法が断面を一括施工していたのに対して，本工法は，はりとスラブ部の
一部に比較的強度の高いコンクリートを採用し，断面を分割して施工する．プレ
キャスト部材には若干のプレストレスも導入されているため，断面を構成する各
要素のクリープと収縮を個々に考慮した構造解析が必要であり，本解析法を適用
している．詳細については割愛するが，本解析により施工順序と複数要素間の応
力転移を考慮した構造解析が可能である．ＲＣ構造としてのひび割れ幅の検討は，
本解析による永久荷重時（全死荷重時）における各構成要素の応力度を初期ひず
みとして，使用限界状態における鉄筋応力度を別途ファイバーモデルを用いて計
算している．本解析は，全断面有効としての計算を前提としており，ＲＣ部材化
による断面力の再分配は考慮できていない．従来工法に対する設計法自体が全断
面有効を前提としており，現行設計法と同レベルであるといえるが，4.2.2項で
示した引張が生じたコンクリート要素の控除の手法を用いることで，配分断面力
の再分配は可能であろう．ただし，ＲＣ部材の多くがレベルⅡ地震時で決定され
ている現状を考慮すると，そこまでの検討は不要と考えられる． 
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4.5 まとめ 
 
本章では，本解析を実物件レベルの事例に適用し，そこから得られる構造物の
時間依存性挙動について考察した．ここで扱った事例は，プレビーム合成げた橋
と圧縮鋼材を有するＰＣげたの 2 つであり，最後にＲＣラーメン高架橋のプレキ
ャスト化へ適用した事例を紹介した． 
 
(1)  プレビーム合成げた橋では，単純げたと連続げたの２つの事例に対して，現
行設計を再現したケースおよび step-by-step 法により実際の現象をシミュレーシ
ョンしたケースを計算し，現行設計結果との比較考察を行ない，以下のことがわ
かった． 
• 現行設計，本解析で現行設計を再現したケースおよび step-by-step 法によっ
たケースは，概ね同様の結果を示しており，現行設計法の妥当性が再確認
できる 
• step-by-step 法によれば，収縮の検討時にクリープ係数を 2 倍とする鋼橋の
現行設計法と整合でき，鋼橋とＰＣ橋の枠にとらわれない共通の時間依存
性解析ができる 
• また，step-by-step 法によれば，現行設計では着目していないリリース直前
や橋面施工直前など任意の施工段階での応力度やたわみを求めることがで
きるため，より詳細な時間依存性挙動を連続的に把握できる．外力が作用
していないリリース直前において，既にコンクリートの収縮に伴う引張応
力度や上向きのたわみが発生していることが確認できるなど，品質や耐久
性の向上を検討するためのツールとなる 
 
(2) 圧縮鋼材を有するＰＣげたでは，圧縮鋼材量をパラメータにした検討と，圧
縮鋼材の違いによる応力特性の比較検討を行い，以下のことがわかった． 
• 圧縮鋼材比が 5%まで増加するにともない，補強鋼材の圧縮力負担は，0kN
から-1100kN まで増加するが，圧縮鋼材比が 3.0%程度でその効果は収束す
る傾向にある 
• 死荷重による下向きのたわみは，圧縮鋼材比の増加とともに弾性分および
クリープ分とも減少する．一方，プレストレスによる上向きのたわみは，
弾性分およびクリープ分とも圧縮鋼材比の変化に関わらず，ほぼ一定値を
示しており，ＰＣ部材に圧縮鋼材を配置した場合には，結果的にプレスト
レスの効果が勝り，上ぞりの傾向が強まることになる．よって，ＰＣ部材
の場合には，従来からＲＣ部材に対して言われてきた「圧縮鉄筋が長期た
わみを低減する」性状がない 
• 以上２つの性状は，圧縮鋼材比の増加に伴う断面の図心位置の上昇，すな
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わちＰＣ鋼材の偏心量の増大に起因する 
• 配置量を段階的に減じた太径鉄筋タイプは，途中で配置を止める鋼板タイ
プに比較して，主げたや間詰めコンクリートの応力度が連続的なスムーズ
なものとなる．特に，主げたコンクリートの上縁応力度は，導入時と設計
時でほとんど応力変動がなく，下縁応力度だけが変化する不思議な挙動を
示す 
• 従来の設計では，間詰めコンクリートまでの応力度を議論することは無か
ったが，本解析を使うことで，間詰めコンクリートの収縮やクリープも考
慮することができるため，より実際に近い状況を再現することが可能であ
る．近年，高強度コンクリートの採用も増えてきており，その際に間詰め
コンクリートの強度は，主げたコンクリートの強度に応じて大きく設定す
べきことなど，細部にわたる留意点を明確にするツールになる 
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第５章 結 論 
 
本研究は，鋼橋やＰＣ橋の枠を超えた複合構造，すなわち片持ち張出し架設な
どの一般的な架設工法をとるほか，断面内の構成要素までも分割して施工する自
由度の高い鋼・コンクリート複合構造を対象に，精度向上を図った汎用性の高い
時間依存性解析（Time-dependent Analysis）を提案したものである 1)． 
 本研究で得られた結論を要約すると以下のとおりである． 
 
■ 鋼橋とＰＣ橋の時間依存性解析法の統一  
鋼げたが大きな拘束度を示す鋼合成げた構造では，コンクリートの材齢初期に
生じる収縮による拘束応力を評価するために，クリープ係数を 2 倍とする方法が
とられており，これがクリープと収縮を個々に分離して扱う理由となってきた．
近年の二重合成箱げた橋に関する大山らの研究 2)でもこの考え方は同様である．
一方，ＰＣやＰＰＣ構造では従来からクリープと収縮を同時に評価してきたが，
耐震設計法の改訂により鉄筋量が著しく増大しており，プレストレス導入前にコ
ンクリートに生じている鉄筋拘束による引張応力を考慮すべきことが指摘され始
めている 3)． 
本研究では，このようなコンクリートの材齢初期からの挙動を適切に評価する
ために，ＰＰＣ構造の分野で研究されてきた，複数のクリープ曲線とヤング係数
の経時変化を考慮する step-by-step 法を採用することで，プレストレスを導入する
鋼合成げたなどの複合構造で課題となっていた解析方法の統一が可能であること
を示した．なお，具体的な手法については，3 章 3.2 解析法の定式化において示
すが，材齢修正有効ヤング係数法と同様に，瞬間応力と経時応力で表現された基
本式を採用し，ステップ分割，さらに各ステップ内での逐次積分を組み合わせて
精度を向上させたものである．4 章 4.2 プレビーム合成げたの時間依存性挙動に
おいて，実物件レベルの事例に本解析法を適用し，step-by-step 法が現行の鋼橋の
設計法と整合できることを示した． 
 
 
■ クリープや収縮の予想式の形態にとらわれない汎用解析法  
標準示方書では，クリープや収縮の予測式として，阪田式が平成 8 年版に採用
され，さらに 2002 年版では 80N/mm2 の高強度コンクリートまで適用範囲を広げ，
自己収縮も評価できる予測式が示された 4)．クリープについては，MC90 式と同
様に遅れ弾性ひずみの表現はない． 
本研究では，これらの進歩を続ける予測式を取り込むため，汎用的な
step-by-step 法を採用した．3 章 3.3.3 計算例 2『基礎クリープ試験との比較』に
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おいて，阪田式によるクリープと収縮の予測値をもとに複数のクリープ曲線を用
いる step-by-step 法で計算した本解析値が，実測値をよくトレースしており，複合
構造の応力転移を精度良く評価できることを示した．しかし，現行の道路橋示方
書 5)では未だに遅れ弾性ひずみとフローひずみとの合計で表された MC78 式が解
説されており，初期載荷時のクリープ曲線を考慮する，いわゆる Whitney 則が頻
繁に使われている．そこで，同試験結果に対して，step-by-step 法による重ね合わ
せと Whitney 則の比較を行ない，材齢が 200 日とかなり経過してから載荷される
荷重に対して Whitney 則を適用した場合には，応力転移を小さく評価してしまう
ため，Whitney 則の適用に課題があることを示した． 
 
 
■ 図心ずれの影響  
 断面内の構成要素を分割して施工する場合，あるいはコンクリートの経時的な
挙動を考慮した場合，断面の図心軸が時間の経過とともに変動することになるが，
従来の解析法では，この図心ずれの影響を考慮したものはほとんどなかった．  
本研究では，3章3.2.2変位法への適用に示すように，図心ずれの影響を考慮す
るために，解析を通じて常に一定の軸線上の骨組みを基準として考え，この基準
軸と実際の図心軸との離れ（オフセット量）を解析の中で座標変換することによ
り，図心軸の変動を計算の都度考慮した解析を行なった．具体的には，Appendix 
A.3に解析フロー図を示したが，図心軸に対して構築された従来の解析法に座標
変換を追加した．3章3.3.2計算例1『プレビーム門型ラーメン橋』において示し
た低けた高の事例では，図心ずれを無視する誤差は約2％程度であり，実用計算上
は問題となる大きさではなかったが，けた高の大きいはり部材や高軸力となるア
ーチリブ部材などでは影響が大きいものと考えられる．本解析によれば，図心ず
れの影響が生じる施工段階を踏む複合構造の経時変化を忠実に評価できることを
示した． 
 
 
■ ひずみの放物線分布を考慮した固定端断面力  
クリープや収縮を表す固定端断面力は，一般に部材内のひずみ分布が直線変化
するものとして計算されていた．ひずみの放物線分布を考慮した解析については，
北島6)および川上ら7)の研究があるが，いずれも固定端断面力を合成断面に生じる
開放ひずみとクリープを考慮した合成断面諸量から求めている． 
本研究では，3章3.2.2変位法への適用に示すように，部材内のひずみが放物線
分布すると仮定し，部材両端と中央点の完全拘束力から直接計算した． 3章3.3.2
計算例1『プレビーム門型ラーメン橋』において示した事例では，部材分割が大き
い場合でも精度が確保できることを示した．  
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■ 施工途上を含めた時間依存性挙動の把握  
 従来，クリープや収縮は構造物の完成以降に発生するもので，施工途中では無
視してもかまわないものとする考え方が一般的であった．しかし，高度化・複雑
化の傾向が著しい最近の複合構造物にあっては，施工途上を含めた時間依存性挙
動を正確にシミュレートすることが求められている．本研究により，時間依存性
挙動をより詳細に連続的に把握することができるようになり，現場においては，
施工時から供用時までの変形と応力性状を一元的に確認でき，また研究開発の場
においては，新しい鋼・コンクリート複合構造の展開に貢献できるものと確信す
る．さらに，品質や耐久性の向上を検討するためのツールとしても役立つものと
考える． 
また，クリープや収縮の数値自体のばらつきを考慮すると，このように厳密に
解析する意味がないとする考え方もあるが，一般的にはこれらの数値が50％変動
することより，断面内に配置された鉄筋を無視することの方が計算値に及ぼす影
響が大きいといわれている8)．まずは，鋼・コンクリート複合構造における断面
構成要素の影響をあらためて議論することが大切であると考える．  
 
■ 今後の課題  
4 章のプレビーム合成げたやＲＣラーメン高架橋のプレキャスト化の項で述べ
たように，これらの複合構造のコンクリートは，クリープと収縮が終了した全死
荷重時の状態で圧縮あるいはわずかな引張状態であり，変動荷重の作用で初めて
ひび割れが発生する程度の応力レベルで設計されることが多い．本研究では，全
断面有効を前提としているため，クリープや収縮の終了時点までは全断面を考慮
し，変動荷重作用後に引張域となるコンクリート要素を控除するとともに，負担
していた配分断面力を解放する計算手法をとった．しかしながら，ひび割れ発生
後の応力再配分については収束計算が必要であることなど，今後更なる検討を追
加することで本研究の汎用性が広がるものと考える． 
 
以上 
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Appendix 
 
A.1 総断面力法と分担断面力法の補足 
 
総断面力法は，合成断面全体に作用する断面力に着目する計算方法で有効ヤン
グ係数法がその代表的な手法であり，構造解析の観点からは総断面力法が有利と
なる．本研究では，Ghali1)，Gilbert2)らにより提唱されている総断面力法を採用し
た． 
分担断面力法は，Sattler 法や Mattock 法にみられるように断面の構成要素ごと
の配分断面力や構成要素の境界断面力に着目する計算方法であり，鋼合成げたの
場合に 2 次力を鋼げた断面とその配分断面力だけに着目して計算するといった計
算の簡略化で利点があった手法である．大山ら 3),4)は，二重合成箱げた橋の時間
依存性挙動に関する研究の中で，鋼げたを基準とした分担断面力法を示しており，
鋼げたのみの構造系に鋼げたのクリープによる配分断面力の変化量を荷重項とし
て載荷する解析によって，鋼げたに着目した 2 次力を求め，上・下床版コンクリ
ートの配分断面力の変化量は内力のつり合いと変位の適合条件から求めている． 
一方，合成げたの場合のずれ止めに作用する水平せん断力は，分担断面力法で
は分担軸力をそのまま使える(式(A.1))が，総断面力法では床版図心位置の応力度
から分担軸力を計算する必要がある．たとえば，床版図心位置での応力度を式
(2.40)の形で考えれば，総断面力法での水平せん断力は式(A.2)のようになる．  
 
(A.1) 
 
 
(A.2) 
 
 ここで，  ：分担断面力法による床版の分担軸力． ：主げた間隔．ただし，
主げた間隔が支間の 1/10 より大きい場合は支間の 1/10 の値とする． 
 
  
A.2 合成構造の断面内応力転移計算法の補足 
(1)ヤング係数比 
 Sattler の解法として示したクリープによる応力転移計算法は，配分断面力のつ
り合いと変位の適合条件から誘導された微分方程式（たとえば，式(A.3)）の解と
して導かれており，経時的な要因が指数項     で表現されている 5)．その
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ため，鋼合成げたの式(2.25)～式(2.31)やプレビーム合成げたの式(2.43)～式(2.49)
の中に現れるヤング係数比 n は，一般の値（Es/Ec）のままである． 
 
(A.3) 
 
 一方，有効ヤング係数法として，鋼合成げたの式(2.32)～式(2.37)やプレビーム
合成げたの式(2.72)～式(2.77)に示した収縮による応力転移計算法は，経時的な要
因を有効ヤング係数を用いることで誘導しており，式中のヤング係数比 nφは，有
効ヤング係数比とする必要がある．また，鋼合成げたの式(2.32)～式(2.37)につい
ては，Sattler の解法としてまとめたが，ここに示したように有効ヤング係数（当
時は仮想ヤング係数と称していた）を用いた配分断面力法である．ちなみに，現
行の道路橋示方書に示されている有効ヤング係数法の式(2.38)～式(2.42)は，総断
面力法である． 
 
(2)配分断面力法における鋼げた拘束度 
 式(2.49)，(2.58)，(2.68)で示される係数αや式(2.77)で示される係数 f は，合成
断面における鋼げたの拘束度を表しており，概ね同じ数値となる．係数 f は厳密
に誘導された式である．鋼げたの曲げ剛性に比べてコンクリートの曲げ剛性を無
視するなどの仮定により，係数 f を簡略化したものが係数αである 5)． 
 
(A.4) 
 
 
  
(A.5) 
 
 4.2.1 項に示したプレビーム合成げたの事例において，下フランジコンクリー
トのクリープの影響を計算する場合の両者の大きさは，表-A.1 に示すとおりであ
り，大きさ差異はない． 
 
表-A.1 拘束度を表す係数の比較 
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A.3 図心ずれの影響を考慮したオフセット部材の取扱いに関する補足  
 
本研究では，架設途上やコンクリートの経時挙動による図心ずれの影響を，常
に基準となる軸へ座標変換することにより解析内部で自動的に考慮している．具
体的には，図-A.1 の解析フロー図に示すように，部材の図心軸に対して構築され
ている従来の骨組み解析に座標変換を追加している．そのため，出力はすべて基
準軸に関する結果となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-A.1 オフセット解析フロー図 
START
部材剛性マトリックス
(部材系図心軸）
部材剛性マトリックス
(部材系基準軸）
オフセット変換
(図心軸⇒基準軸）
全体剛性マトリックス
(全体系基準軸）
固定端断面力
(部材系図心軸）
オフセット変換
(図心軸⇒基準軸）
固定端断面力
(部材系基準軸）
固定端断面力
(全体系基準軸）
節点変位の算出
(全体系基準軸）
反力の算出
(全体系基準軸）
材端変位の算出
(部材系基準軸）
オフセット変換
(基準軸⇒図心軸）
材端変位の算出
(部材系図心軸）
着目点断面力の算出
(部材系図心軸）
オフセット変換
(図心軸⇒基準軸）
着目点断面力の算出
(部材系基準軸）
着目点変位の算出
(部材系図心軸）
オフセット変換
(図心軸⇒基準軸）
着目点変位の算出
(部材系基準軸）
着目点変位の算出
(全体系基準軸）
END
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 クリープや収縮に関する固定端断面力(式(3.37)，式(3.38))は，基準軸に関する
ものになっているが，図-A.1 のフローに準じるため，図心軸に変換している． 
 
 
参考文献  
 
1) Ghali, A., Favre, R. and Elbadry, M. : Concrete Structures Stresses and Deformation 
– Third Edition, Spon Press, 2002. 
2) Gilbert, R. I. :  Time effects in concrete structures，ELSEVIER, 1988. 
3) 大山理，栗田章光：鋼・コンクリート二重合成連続箱桁橋におけるクリープ
の影響評価，土木学会論文集，No.668/Ⅰ-54，pp.103-116，2001. 
4) 大山理，栗田章光，渡辺滉：鋼・コンクリート二重合成連続箱桁橋の断面構
成比がクリープおよび乾燥収縮挙動に及ぼす影響，構造工学論文集，Vol.46A，
pp.1685-1692，2000. 
5) 橘 善雄：連続合成桁橋，pp.31-42，pp.54-57，1966. 
 144  
 
  研 究 業 績        
種 類 別   題名、  発表・発行掲載誌名、  発表・発行年月、  連名者（申請者含む）
1.論文 
○1) 
 
 
○2) 
 
 
○3) 
 
 
 
○4) 
 
 
 
2.講演 
○1) 
 
 
 
○2) 
 
 
 
○3) 
 
 
 
 
○4) 
 
 
 
○5) 
 
 
 
○6) 
 
 
 
○7) 
 
 
 
 
大 澤 浩 二 ， 依 田 照 彦 ： 複 合 構 造 の 時 間 依 存 解 析 に 関 す る 一 考 察 ， 土 木
学 会 論 文 集 ， No.788／ V-67， pp.53-65， 2005．  
 
野 田 行 衛 ， 大 澤 浩 二 ， 新 井 達 夫 ， 岸  靖 佳 ： 圧 縮 鉄 筋 構 造 の プ レ ス ト
レ ス ト コ ン ク リ ー ト 桁 ，橋 梁 と 基 礎 ，Vol.34， No.2， pp.39-44， 2000.
 
野 田 行 衛 ， 大 澤 浩 二 ， 新 井 達 夫 ， 児 島 啓 太 郎 ： 圧 縮 域 に 補 強 鋼 材 を 用
い た プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 桁 の 力 学 的 挙 動 ， 土 木 学 会 論 文 集 ，
No.544／ V-32， pp.235-245， 1996. 
 
森 本 洋 三 ， 野 田 行 衛 ， 大 澤 浩 二 ， 橘  吉 宏 ： Ｆ Ｃ Ｃ 工 法 に お け る Ｐ Ｃ
橋 の た わ み 管 理（ 設 計 お よ び 自 動 計 測 シ ス テ ム に つ い て ），プ レ ス ト レ
ス ト コ ン ク リ ー ト ， Vol.30， No.2， pp.14-20， 1988. 
 
 
Arai, T., Noda, Y. and  Osawa, K.： Prestressed Concrete Beam with 
Reinforcing Steel Plate at Compressive Zone， Proceedings of the 
1 s t   fib Congress， 2002. 
 
大 澤 浩 二 ， 小 林 泰 一 郎 ， 佐 野 ユ ミ 子 ， 新 井 達 夫 ： 圧 縮 鋼 材 を 有 す る Ｐ
Ｃ 桁 の 基 礎 ク リ ー プ 試 験 ， プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 技 術 協 会  第
9 回 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文 集 ， pp.473-478， 1999. 
 
Osawa,K., Noda,Y., Kawakami,M. and Sano,Y. ： Model test of a 
prestressed composite box girder with steel trussed web ，
Developments in short and medium span bridge engineering， Vol.3，
pp.1823-1833， 1998. 
 
佐 野 ユ ミ 子 ，川 上  洵 ，大 澤 浩 二：鋼 ト ラ ス ウ ェ ブ Ｐ Ｃ 梁 の 長 期 挙 動 ，
プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 技 術 協 会  第 8 回 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文 集 ，
pp.431-434， 1998. 
 
大 澤 浩 二 ， 川 上  洵 ， 劉  新 元 ， 佐 野 ユ ミ 子 ： 鋼 ト ラ ス ウ ェ ブ Ｐ Ｃ 梁
の 静 的 載 荷 試 験 ， プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 技 術 協 会  第 7 回 シ ン
ポ ジ ウ ム 論 文 集 ， pp.757-760， 1997. 
 
野 田 行 衛 ， 大 澤 浩 二 ， 新 井 達 夫 ， 渡 部 寛 文 ： 圧 縮 鋼 材 を 有 す る Ｐ Ｃ 桁
の ク リ ー プ ・ 乾 燥 収 縮 挙 動 に つ い て ， プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 技
術 協 会  第 6 回 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文 集 ， pp.115-118， 1996. 
 
大 澤 浩 二 ， 渡 部 寛 文 ， 北 野 勇 一 ： 圧 縮 鋼 材 を 有 す る Ｐ Ｃ 桁 の せ ん 断 試
験 ， プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 技 術 協 会  第 5 回 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文
集 ， pp.19-22， 1995. 
 
 145  
 
研 究 業 績        
種 類 別   題名、  発表・発行掲載誌名、  発表・発行年月、  連名者（申請者含む）
○8) 
 
 
 
3.その他 
1) 
 
 
 
2) 
 
 
 
3) 
 
 
4) 
 
（論文） 
5) 
 
 
6) 
 
 
 
7) 
 
 
 
 
8) 
 
 
（講演） 
9) 
 
 
 
10) 
 
 
 
 
 
面 川 偉 之 ， 高 野 喜 代 ， 大 澤 浩 二 ： 大 倉 大 橋 の た わ み 管 理 ， プ レ ス ト レ
ス ト コ ン ク リ ー ト 技 術 協 会  第 1 回 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文 集 ，pp.173-176，
1990. 
 
 
小 西 哲 司 ， 伊 達 安 子 ， 橘 吉 宏 ， 大 澤 浩 二 ， 大 塚 功 一 ， 藤 江 和 久 ， 越 後
滋 ： 鋼 と コ ン ク リ ー ト の 融 合 ～ 川 田 グ ル ー プ に お け る 複 合 構 造 へ の 取
り 組 み ～ ， 川 田 技 報 ， Vol.19， pp.68-78， 2000. 
 
秋 山 照 義 ， 中 島 道 哉 ， 大 澤 浩 二 ， 西 村  勝 ， 大 石  昇 ， 小 林 政 郎 ： 三
谷 川 橋 の 設 計 と 施 工 － Ｐ Ｃ エ ク ス ト ラ ド ー ズ ド 橋 － ， 川 田 技 報 ，
Vol.19， pp.59-66， 2000. 
 
松 川 治 雄 ， 武 内 和 夫 ， 大 澤 浩 二 ， 岩 田 直 樹 ， 菅 沢 文 博 ， 大 浴 昭 則 ： 上
竹 橋 の 設 計 ・ 施 工 ， 川 田 技 報 ， Vol.16， pp.64-69， 1997. 
 
秋 山 照 義 ，小 藤 金 弥 ，大 澤 浩 二：松 川 浦 大 橋 の 設 計・施 工 ，川 田 技 報 ，
Vol .13， pp .53～ 58， 1994 .  
 
野 田 行 衛 ， 大 澤 浩 二 ， 渡 部 寛 文 ： 自 然 と 調 和 し た コ ン ク リ ー ト 吊 橋 －
構 造 と 設 計 － ， 土 木 施 工 ， Vol.45， No.8， pp.92-97， 2004. 
 
西  敏 夫 ， 岡 田 孝 一 ， 運 上 茂 樹 ， 大 澤 浩 二 ， 須 藤 千 秋 ， 矢 崎 文 彦 ： 山
あ げ 大 橋 の 大 型 免 震 支 承 の 交 換 工 事 ， 橋 梁 と 基 礎 ， Vol.37， No.1，
pp.41-48， 2003. 
 
須 田  勤 ， 大 澤 浩 二 ， 西  敏 夫 ， 岡 田 孝 一 ， 矢 崎 文 彦 ， 須 藤 千 秋 ： 山
あ げ 大 橋 に お け る 免 震 支 承 の 経 年 変 化 の 影 響 評 価 ， 日 本 材 料 学 会  コ
ン ク リ ー ト 構 造 物 の 補 修 ，補 強 ，ア ッ プ グ レ ー ド 論 文 報 告 集 ，第 3 巻 ，
pp.239-246， 2003.  
 
熊 谷 義 次 ， 中 尾  学 ， 武 内 和 夫 ， 松 川 治 雄 ， 大 澤 浩 二 ： 上 竹 橋 の 設 計
と 施 工 ，プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト ，Vol.39，No.1，pp.39-46，1997.
 
 
諸 橋  明 ， 須 田  勤 ， 大 澤 浩 二 ， 西 垣 義 彦 ： 10 年 間 使 用 し た 免 震 支 承
の 交 換 工 事 と 性 能 変 化 評 価 ， プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 技 術 協 会
第 12 回 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文 集 ， pp.613-616， 2003. 
 
中 村 隆 志 ， 師 山  裕 ， 大 浴 昭 則 ， 大 澤 浩 二 ， 武 藤 英 司 ， 稲 葉 尚 文 ： 場
所 打 ち Ｐ Ｃ 床 版 施 工 時 の 温 度 履 歴 推 定 と 養 生 対 策 の 効 果 ， 土 木 学 会 第
58 回 年 次 学 術 講 演 会 ， CS6-054， pp.259-260， 2003. 
 
 
 146  
 
研 究 業 績        
種 類 別   題名、  発表・発行掲載誌名、  発表・発行年月、  連名者（申請者含む）
11) 
 
 
 
12) 
 
 
 
13) 
 
 
 
14) 
 
 
 
（特許） 
15) 
Okada,K., Suzuki,S., Osawa,K., Sudoh,C., Nishi,T., Suda,T. and 
Yazaki,F.： Replacement of the Isolation Bearing of Yamaage Bridge，
Proceedings of the 1 s t  fib Congress， 2002．  
 
大 澤 浩 二 ， 劉  新 元 ， 渡 部 寛 文 ， 新 井 達 夫 ： 鉄 筋 継 手 の 違 い に よ る Ｒ
Ｃ 床 版 の 動 的 挙 動 の 比 較 ， プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 技 術 協 会  第
9 回 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文 集 ， pp.399-404， 1999. 
 
向 野 元 治 ， 稲 森 宏 育 ， 岡 田 浩 樹 ， 大 澤 浩 二 ： 高 松 大 橋 （ 仮 称 ） の 計 画
と 設 計 ， プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 技 術 協 会  第 8 回 シ ン ポ ジ ウ ム
論 文 集 ， pp.481-486， 1998. 
 
和 崎 宏 一 ，川 原 洋 一 ，大 澤 浩 二：上 竹 橋 の 設 計・施 工（ ２ ），プ レ ス ト
レ ス ト コ ン ク リ ー ト 技 術 協 会  第 6 回 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文 集 ，
pp.299-302， 1996. 
 
 
小 規 模 吊 橋 ， 特 願 2000-090954， 提 出 日 2000. 
 
